
基本的施策１　デジタル変革の進展など急速な産業構造や社会環境の変化に柔軟に対応し、更なる生産性向上に資する職業能力開発及びキャリア形成の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑴個人や企業が求めるレベルに応じたＩＴの知識・技術等の習得に繋がる職業能力開発の推進
①　公的職業訓練におけるＩＴスキル等の付与

ｱ)　委託訓練におけるＩＴスキル等の付与

＜実績＞
ＩＴ分野に係る委託訓練コースの開講実績
（情報処理技術者養成科（訓練期間６か月）)

開講コース数：２コース
入校者数：２９人
（情報処理技術者養成科（訓練期間２年）)
開講コース数：１コース
入校者数：１０人

＜実績＞
ＩＴ分野に係る委託訓練コースの開講実績
（情報処理技術者養成科（訓練期間６か月）)
開講コース数：２コース
入校者数：３３人
（情報処理技術者養成科（訓練期間２年）)
開講コース数：１コース
入校者数：１０人

＜成果＞
ＩＴ分野に係る委託訓練修了生の就職率：７０．４％（就職者
19人／修了生27人）
ＩＴ分野に係る委託訓練修了生の関連産業就職率：５１．９％
（関連産業就職者14人／修了生27人）
※R7.7速報値

＜成果＞
ＩＴ分野に係る委託訓練修了生の就職率：７４．３％（就職者26人／修了生
35人）
ＩＴ分野に係る委託訓練修了生の関連産業就職率：４８．６％（関連産業就
職者17人／修了生35人）
※令和５年度実績のあった６か月訓練のみの数値

ｲ)　求職者支援訓練におけるＩＴスキル等の付与
＜実績＞
IT分野として、延べ７コースを開講。
　ITエンジニア科　４コース　受講者６３名
　０からはじめるWebプログラミング科　３コース　受講者２８名
※科名が同一であっても詳細な訓練内容が異なる場合あり。

＜実績＞
IT分野として、延べ６コースを開講。
　ITエンジニア科　４コース　受講者９２名
　０からはじめるWebプログラミング科　２コース　受講者２４名
※科名が同一であっても詳細な訓練内容が異なる場合あり。

＜成果＞
雇用保険適用就職率が判明しているコースにおいては、75.0％～
78.0％

＜成果＞
雇用保険適用就職率が判明しているコースにおいては、69.0％～83.0％。

②　ＩＴ人材育成に係るセミナー、研修会等の開催

＜実績＞
83名が受講し、47名が就職。

＜実績＞
80名が受講し、45名が就職。

＜成果＞
応募総数141名から100名の面談を実施し、83名を選考。講座へ
の要望が多いことを把握。

＜成果＞
受講への問合せが216件あり、講座への要望が多いことを把握。

＜実績＞
研修５コース開催：ITリテラシー向上講座、基本情報技術者資格
取得講座、JavaScript・PHP研修、ITコーディネーター研修、AIと
DXツール活用によるDX推進リーダー育成研修

＜実績＞
研修５コース開催：ITリテラシー向上講座、基本情報技術者資格取得講座、
JavaScript（基礎編）、JavaScript（応用編）、AIとDXツール活用によるDX推
進リーダー育成研修

＜成果＞
132名（オンライン受講含む）が参加。

＜成果＞
109名（オンライン受講含む）が参加。

企業振興課

みやざきICT産業を担う人
材育成事業の実施。
県内ICT企業の技術者等
を対象に、基本情報技術
者試験等の技術系の高度
な資格取得につながる連
続講座を開催。

デジタル化、ICT活用への関心
が高まる中で、県内ICT人材の
不足が課題となっており、研修
講座等の実施によるICT人材
の育成が必要である。

引き続き、資格取得に向けた
連続講座を実施するとともに、
企業内のICT人材育成に向け
た基礎的な研修コースを設定
し、受講対象を広めることで、さ
らなる県内ICT人材の育成に
取り組む。

機構 求職者支援訓練に係る開
講コースの確保。

令和８年度の全体の認定上
限値の動向。

求職者支援訓練については、
厚生労働省の政策などに影響
されるため、情報収集しつつ実
施する。

産業政策課

求職者・離職者を対象に、
IT技術の習得と県内企業
への就職を支援する地域
密着型IT人材育成事業
を実施。

就職率の向上のために、就職
支援のインターンシップをより強
化する必要がある。

引き続き同様の事業を実施。
育児等を理由に離職された方
や非正規職員を対象に子育て
しながらでも受講できるよう、自
分の学びたい時間に学習ことが
できるeラーニング形式での講座
を開催する。

雇用労働政策
課

ＩＴ分野に係る委託訓練
コースの設定。

受託可能な訓練実施機関が
限られており、更なる訓練コース
の設定が難しい。

令和５年度から訓練期間が２
年間の情報処理技術者養成
科を開講しており、引き続き設
定する。
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基本的施策１　デジタル変革の進展など急速な産業構造や社会環境の変化に柔軟に対応し、更なる生産性向上に資する職業能力開発及びキャリア形成の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑵人手不足が見込まれる分野への円滑な労働移動に繋がる職業能力開発の推進
①　雇用情勢等に応じた柔軟な公的職業訓練

ｱ)　県が実施する委託訓練（離職者向け）

＜実績＞
委託訓練の充足率：７４．６％※R7.7速報値
委託訓練の就職率：８１．９％※R7.7速報値

委託訓練コース（知識等習得コースのうち介護・医療・福祉
分野関連）の開講実績
開講コース数：３コース
入校者数：３０人（令和６年度開講コース）※定員６０人
（介護福祉士実務者研修科２コース２０名、介護職員初任者
研修科１コース１０名）

＜実績＞
委託訓練の充足率：７３．３％
委託訓練の就職率：８０．８％

委託訓練コース（知識等習得コースのうち介護・医療・福祉分野関連）の開講実績
開講コース数：３コース（ほか令和４年度からの繰り越し１コース）
入校者数：３４人（令和５年度開講コース）
（介護福祉士実務者研修科２コース２３名、介護職員初任者研修科１コース１
１名）

＜成果＞
委託訓練（知識等習得コースのうち介護・医療・福祉分野関連）
修了生の就職率：８６．７％（就職者26人／修了生30人）
委託訓練（知識等習得コースのうち介護・医療・福祉分野関連）
修了生の関連産業就職率：７０．０％（関連産業就職者21人
／修了生30人）
※R7.7速報値

＜成果＞
委託訓練（知識等習得コースのうち介護・医療・福祉分野関連）修了生の就職
率：７８．０％（就職者39人／修了生50人）
委託訓練（知識等習得コースのうち介護・医療・福祉分野関連）修了生の関連産
業就職率：７４．０％（関連産業就職者37人／修了生50人）

ｲ)　県が実施する施設内訓練（学卒者向け）
＜実績＞
県立産業技術専門校の令和6年度在校生　110名（１年55人、
２年55人）
県立産業技術専門校高鍋校（建築科・塗装科）の令和6年度修
了生　4人

＜実績＞
県立産業技術専門校の令和５年度在校生　134名（１年62人、２年72人）
県立産業技術専門校高鍋校（建築科・塗装科）の令和５年度修了生　５人

＜成果＞
県立産業技術専門校の令和6年度修了生の就職率　１００％
（53人/53人）※55名修了し、2名のうち1名は進路変更、1名は
進学。就職希望者を母数としている。
県立産業技術専門校高鍋校（建築科・塗装科）の令和6年度修
了生の就職率　１００％（4人/4人）

＜成果＞
県立産業技術専門校の令和５年度修了生の就職率　１００％（71人/71人）
県立産業技術専門校高鍋校の令和５年度修了生の就職率　１００％（５人/５
人）

雇用労働政策
課

県立産業技術専門校に
て、高卒程度の学卒者を
対象に２年間の職業訓練
を実施。
また、同校高鍋校の建築
科と塗装科では、中学校
卒業者等を対象に１年間
の職業訓練を実施。

県立産業技術専門校及び高
鍋校ともに入校生確保が課題
となっている。

高校、中学校への学校訪問や
合同説明会への参加により専
門校・高鍋校の説明を行うとと
もに、各種広報媒体を活用し
たＰＲを行う。

雇用労働政策
課

委託訓練の実施。
介護・医療・福祉分野に
係る委託訓練コースの設
定。

介護分野については特に充足
率が低く、訓練実施機関の撤
退が懸念される。

引き続き訓練コースを設定する
とともに、県広報を用いた周知
を行う。
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基本的施策１　デジタル変革の進展など急速な産業構造や社会環境の変化に柔軟に対応し、更なる生産性向上に資する職業能力開発及びキャリア形成の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

ｳ)　機構が実施する求職者支援訓練（求職者向け）

＜実績＞
基礎（20コース／定員287人／入校者232人／充足率80.8％
／就職率69.1%）
実践（45コース／定員693人／入校者545人／充足率78.6％
／就職率69.6%）
実践分野別
〇情報（充足率76.5%／就職率62.5％）
〇デザイン（充足率87.9%／就職率70.4％）
〇営業販売事務（充足率81.0%／就職率79.3％）
〇医療事務（充足率70.0%／就職率84.2％）
〇介護（充足率57.3%／就職率83.3％）
〇その他分野（充足率83.0%／就職率54.5%）
〇農業・観光（充足率0%／就職率0％)

＜実績＞
基礎（19コース／定員299人／入校者210人／充足率70.2％／就職率
61.1%）
実践（49コース／定員770人／入校者649人／充足率84.3％／就職率
69.5%）
実践分野別　〇情報（充足率97.5%／就職率73.1％）
〇デザイン（充足率92.3%／就職率64.4％）
〇営業販売事務（充足率80.8%／就職率67.1％）
〇医療事務（充足率76.8%／就職率81.8％）
〇介護（充足率60.0%／就職率92.9％）
〇その他分野（充足率82.8%／就職率67.9%）
〇農業・観光（充足率0%／就職率0％)

＜成果＞
上記実績のとおり

＜成果＞
上記実績のとおり

ｴ)　機構が実施する施設内訓練（離職者向け）
＜実績＞
【令和６年度実績（ポリテク宮崎）】
　定員充足率67.3％、就職率84.1％※、正社員就職率63.8％
※
【令和６年度実績（ポリテク延岡）】
　定員充足率68.8％、就職率91.7％※、正社員就職率56.4％
※　   ※R7.4月末速報値

＜実績＞
【令和５年度実績（ポリテク宮崎）】
　定員充足率62.6％、就職率91.6％、正社員就職率68.9％
【令和５年度実績（ポリテク延岡）】
　定員充足率87.1％、就職率91.9％、正社員就職率56.5％

＜成果＞
就職率は上記実績のとおり。

＜成果＞
就職率は上記実績のとおり。

機構

離職者訓練の実施（地
域ニーズに応じたコース設
定）
【ポリテク宮崎】
　CAD・NC加工科、メカニ
カルサポート科、金属加工
技術科、電気設備技術
科、電気設備保全科、ビ
ル設備サービス科、住宅リ
フォーム技術科
【ポリテク延岡】
　テクニカルオペレーション
科、CADものづくりサポート
科、金属加工技術科、福
祉住環境リフォーム科、電
気設備技術科

・定員充足率の向上（求職者
ニーズの把握）
・正社員就職率の向上

・関係機関との更なる連携強
化
・定員充足率について、活躍事
例等を活用した積極的な広報
・就職実績について、具体的な
就職先事業所名を活用した積
極的なPR
・地域ニーズに対応した訓練へ
の対応

労働局、機構 求職者支援訓練の実施
計画策定

定員の充足率に差が生じてお
り、解消に向けての取組が必
要。
また、実施計画においては、委
託訓練との同一期間・同一分
野における募集の重複が散見
された。

地域ニーズを重視した実施計
画の策定。効率的な運用を行
うために、委託訓練の実施計
画を加味し、同一分野の重複
開講防止に配慮する。
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基本的施策１　デジタル変革の進展など急速な産業構造や社会環境の変化に柔軟に対応し、更なる生産性向上に資する職業能力開発及びキャリア形成の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

②　各産業における人材確保に係る取組への支援
ｱ)　福祉の職場体験学習（福祉・介護の仕事に関心ある方向け）

＜実績＞
（R6実績）体験者数　19名、体験施設数　16施設

＜実績＞
（R5実績）体験者数　22名、体験施設数　26施設

＜成果＞
就労前に職場体験を行い、就労後のイメージを持つことで、求職者と
求人事業所のミスマッチを防ぎ、介護・福祉の事業所に就職した後の
離職防止につながった。

＜成果＞
就労前に職場体験を行い、就労後のイメージを持つことで、求職者と求人事業所のミス
マッチを防ぎ、介護・福祉の事業所に就職した後の離職防止につながった。

⑶企業・業界等における在職者向け人材育成の取組への支援
①　人材開発支援助成金をはじめとした雇用・人材開発関係助成金の周知

ｱ)　特定訓練コース・一般訓練コース（旧キャリア形成促進助成金）

＜実績＞
令和6年度　支給決定件数　49件（特定・一般訓練コース）
※令和４年度以前計画届受理分　375件（人材育成支援コー
ス）

＜実績＞
令和5年度　支給決定件数　172件（特定・一般訓練コース）
※令和4年度以前計画届受理分　117件（人材育成支援コース）

＜成果＞
企業内における労働者の職業能力開発促進に効果あり。

＜成果＞
企業内における労働者の職業能力開発促進に貢献している。

ｲ)　建設労働者技能実習コース（旧建設労働者確保育成助成金（技能実習コース））

＜実績＞
令和６年度　支給決定件数997件

＜実績＞
令和５年度　支給決定件数1,057件

＜成果＞
企業内における労働者の職業能力開発促進に貢献している。

＜成果＞
企業内における労働者の職業能力開発促進に貢献している。

ｳ)　建設労働者認定訓練コース（旧建設労働者確保育成助成金（認定訓練コース））

＜実績＞
令和６年度　支給決定件数18件

＜実績＞
令和５年度　支給決定件数17件

＜成果＞
企業内における労働者の職業能力開発促進に貢献している。

＜成果＞
企業内における労働者の職業能力開発促進に貢献している。

労働局
助成金を活用して建設労
働者の技能向上を促進す
る。

建設労働者の技能向上を促
進するため、今後も助成金の
活用が必要である。

引き続き、助成金を活用して
建設労働者の技能向上を促
進する。

労働局
助成金を活用して企業内
における労働者の職業能
力開発を促進する。

企業内における労働者の職業
能力開発を促進するため、今
後も助成金の活用が必要。

企業内における労働者の職業
能力開発を促進するため、今
後も助成金の活用が必要。

労働局
助成金を活用して建設労
働者の技能向上を促進す
る。

建設労働者の技能向上を促
進するため、今後も助成金の
活用が必要である。

引き続き、助成金を活用して
建設労働者の技能向上を促
進する。

福祉保健課 福祉の職場体験学習を実
施。

より多くの方に参加していただけ
るよう広報を強化する。

職場体験は、福祉・介護の仕
事への理解を深めたり、就職後
の求職者と事業所のミスマッチ
を防ぐことに有効な手段と考え
られることから、福祉人材セン
ターやハローワークにおいて、求
職者（特に福祉・介護未経験
者）に積極的に体験を促すと
ともに、体験後は就職先のあっ
せんや研修の案内など、参加
者の個々の事情に応じたきめ
細かな就職支援を行う。
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基本的施策１　デジタル変革の進展など急速な産業構造や社会環境の変化に柔軟に対応し、更なる生産性向上に資する職業能力開発及びキャリア形成の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

②　生産性向上支援訓練、相談支援、課題に合わせた人材育成プラン作成支援

＜実績＞
令和６年度受講者数　830人
※達成率　129.7％（目標値640人）

＜実績＞
令和５年度受講者数　571人
※達成率　95.2％（目標値600人）

＜成果＞
令和5年度は目標未達成であったが、令和6年度は目標を達成した。
周知・広報に力を入れた結果、受講者が増えている。

＜成果＞
目標未達成ではあるものの、年々、受講者が増えている。
※令和６年度は640人（目標値640人）を超える見込み。

③　業界ニーズを踏まえた認定職業訓練への支援、在職者訓練の実施
ｱ)　認定職業訓練校で実施する職業訓練

認定職業訓練助成事業費補助金38,588千円（令和６年度実

績）

＜実績＞
認定職業訓練助成事業費補助金35,248千円（令和5年度実績）

令和６年度

普通課程、16訓練科が実施され、73人の受講者があった。ま
た、短期課程、33コースが実施され489人の受講者があっ
た。

＜成果＞
普通課程、15訓練科が実施され、71人の受講者があった。また、短期課程、37コース
が実施され419人の受講者があった。

ｲ)　在職者訓練の実施（県立産業技術専門校）

＜実績＞受講者37名／45名定員
・クレーン運転の業務に係る特別教育　11名（定員10名）
・第２種電気工事士試験（実技試験）の技能講座（前期、後期）　前
期11名・後期3名（定員各10名）
・第１種電気工事士試験（実技試験）の技能講座　7名（定員10名）
・１級、２級建築配管技能士試験（実技試験）の技能講座　５名（定
員5名）

＜実績＞受講者41名／45名定員
・クレーン運転の業務に係る特別教育　9名（定員10名）
・第２種電気工事士試験（実技試験）の技能講座（前期、後期）　前期8名・後
期12名（定員各10名）
・第１種電気工事士試験（実技試験）の技能講座　10名（定員10名）
・１級、２級建築配管技能士試験（実技試験）の技能講座　2名（定員5名）

＜成果＞
県内ものづくり産業界の人材育成に貢献できている。

＜成果＞
県内ものづくり産業界の人材育成に貢献できている。

雇用労働政策
課

事業主等が職業能力開
発促進法第２４条第１
項に定める認定職業訓練
を行う場合に、運営費等の
一部を助成する。

訓練生の減少傾向。各認定
校とも、人手不足による訓練生
の確保に苦慮している。

事業所や労働者のニーズに応
じた訓練のあり方等について、
団体長会議や事務指導をを通
して、引き続き検討をしていく。

雇用労働政策
課

年度当初に運営会議を実
施し、業界のニーズを把握
するとともに、在職者訓練
終了後、受講者アンケート
を実施し、翌年度以降の
在職者訓練へ反映させて
いる。

受講率が低迷している講座が
あり、日程や内容の検討が必
要。

専門校ＨＰなどで広報に努め
るとともに、企業・業界のニーズ
に即したコース設定を行う。

機構 生産性向上支援訓練の
実施及び相談支援。

DXコース及びサブスクリプション
型に係る受講割合が低く、認
知度向上を図るため、継続して
周知・広報に取り組むことが必
要である。

事業主・受講者のニーズを把
握した上で実施コースを検討す
る。
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基本的施策１　デジタル変革の進展など急速な産業構造や社会環境の変化に柔軟に対応し、更なる生産性向上に資する職業能力開発及びキャリア形成の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

ｳ)　在職者訓練の実施（機構）

＜実績＞
【令和６年度実績（ポリテク宮崎）】
　受講者数254人、受講者満足度99.6％、事業主生産性向上度
94.8％※
【令和６年度実績（ポリテク延岡）】
　受講者数201人、受講者満足度100％、事業主生産性向上度
97.5％※　　※第３四半期末実績

＜実績＞
【令和５年度実績（ポリテク宮崎）】
　受講者数252人、受講者満足度96.7％、事業主生産性向上度99.2％
【令和５年度実績（ポリテク延岡）】
　受講者数216人、受講者満足度100％、事業主生産性向上度100％

＜成果＞
・事業主の人材育成に寄与
・R5年度に開発し、企画した人材育成・能力開発に係る訓練コース
を実施（ポリテク延岡）

＜成果＞
【在職者訓練（オーダーメイド）の展開】
・事業主の人材育成に寄与
【延岡機械・電気分野人材育成研究会（ポリテク延岡）】
・事業主団体におけるアンケート調査結果から人材育成に係る具体的な技術分野の要
素を把握した結果、機械・溶接・電気分野にかかる訓練コースを令和６年度実施に向
けて開発。

④　各産業における多様な人材育成や技能継承等への支援
ｱ)　建設産業における若年技術者育成のための資格取得支援

＜実績＞
７４社（建設業者６７社＋関連業者７社）１６２名に助成

＜実績＞
７８社（建設業者７２社＋関連業者６社）１６７名に助成

＜成果＞
建設産業における技術者育成のための資格取得や技術向上を支援
した。

＜成果＞
建設産業における技術者育成のための資格取得や技術向上を支援した。

ｲ)　福祉・介護職員向けの基礎的な研修などの実施

＜実績＞
実施本数　78本
修了者数　5,016名
受講者延べ人数　5,933名

＜実績＞
実施本数　78本
修了者数　4,447名
受講者延べ人数　5,274名

＜成果＞
業務、経験、役職等に応じた研修や、民生委員児童委員など個々
の活動分野に基づいた研修、新任職員、中堅職員、チームリーダー、
管理職員の階層別の研修を行い、それぞれ職務執行に必要な知識
や技術の習得を図った。

＜成果＞
業務、経験、役職等に応じた研修や、民生委員児童委員など個々の活動分野に基づ
いた研修、新任職員、中堅職員、チームリーダー、管理職員の階層別の研修を行い、そ
れぞれ職務執行に必要な知識や技術の習得を図った。

福祉保健課

宮崎県内の社会福祉事
業に従事する現任の職員
等を対象に、社会福祉に
対する使命感や豊かな人
間性、職業倫理、人権意
識を養うため、社会福祉研
修事業を実施した。

研修後アンケートや講師等、参
加者の意見を参考に、研修内
容のブラッシュアップを図る。

研修のニーズは高いことから、研
修対象者に応じたコースの充
実を図る。

機構

・企業ニーズに基づいたレ
ディメイド及びオーダーメイド
の能力開発セミナーの実施
・在職者訓練受講者及び
受講者の所属する事業主
へのアンケート調査
・R5年度に開発した人材
育成・能力開発に係る訓
練コースを企画（ポリテク
延岡）

継続的かつ体系的なコース開
発が必要であること。

継続的かつ体系的なコースを
開発し、設定すること。

管理課

従業員の資格取得や、建
設産業における作業等の
従事に当たって法令上必
要となる各種講習等の経
費を一部助成。

技術者が働きやすい環境を推
進するため、建設事務を効率
化するデジタル関連の資格取
得等を支援することが必要。

引き続き、技術力・経営力を
伸ばそうとする建設業者等への
支援を行うとともに、女性・若
者を対象とした資格支援等の
メニューを追加し、建設産業の
持続的な発展を図る。
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基本的施策１　デジタル変革の進展など急速な産業構造や社会環境の変化に柔軟に対応し、更なる生産性向上に資する職業能力開発及びキャリア形成の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

ｳ)　中小企業からの要請に基づく熟練技能者による若年者への技術指導（若年技能者人材育成支援等事業）

＜実績＞
実施件数：17件　指導日数：71日　実受講者数：125名　延べ
受講者数：214名

＜実績＞
実施件数：9件　指導日数：42日　実受講者数：42名　延べ受講者数：94名

＜成果＞
中小企業・業界団体への派遣実績は、件数、日数、受講者数とも前
年度より増加した。

＜成果＞
中小企業・業界団体への派遣実績は、件数で前年度より増加、指導日数も前年度と
同程度の実績となった。

⑷労働者の自律的・主体的なキャリア形成の支援
①【労働者向け】教育訓練給付金制度（一定の要件を満たせば、教育訓練施設に支払った費用の一部を助成）

＜実績＞
受給者数：649人
うち一般教育訓練：406人
うち専門実践教育訓練(人)：初回のみ　243人

＜実績＞
受給者数：697人
うち一般教育訓練：443人
うち専門実践教育訓練(人)：初回のみ　254人

＜成果＞
一般教育訓練の受講者は令和5年度は令和4年度から18.57％減
であったが、令和５年度は前年度より△37（8.35％減）となった。
専門実践教育訓練の受講者は前年より△40(4.33％減）と一般
教育訓練、専門実践教育訓練ともにわずかながら減少となった。

＜成果＞
一般教育訓練の受講者は令和４年度は令和３年度から0.37％減であったが、令和
５年度は前年度より△101（18.57％減）となった。専門実践教育訓練の受講者は
前年より△40(13.61％減）と一般教育訓練、専門実践教育訓練ともに大きな減少
となった。

②【労働者向け】ジョブ・カード等を活用したキャリアコンサルティング
＜実績＞
職業訓練・教育訓練（専門実践・特定一般）の訓練受講希望者
等に対して、キャリアコンサルティングを通じたジョブ・カード作成支援を
実施した。（R6年度実績68件）

＜実績＞
職業訓練・教育訓練（専門実践・特定一般）の訓練受講希望者等に対して、キャリ
アコンサルティングを通じたジョブ・カード作成支援を実施した。（R5年度実績447件）

＜成果＞
専門実践・特定一般教育訓練においては、教育訓練給付制度を利
用する場合は受講前のキャリアコンサルティングを実施することにより訓
練や就職活動に対する受講者本人の目標を明確化できた。また委託
事業の活用を推進したことにより、労働局実績は減少しているものの、
委託事業実績が増加している。

＜成果＞
専門実践・特定一般教育訓練においては、教育訓練給付制度を利用する場合は受
講前のキャリアコンサルティングを実施することにより訓練や就職活動に対する受講者本
人の目標を明確化できた。

③【事業所向け】人材開発支援助成金（教育訓練休暇付与コース）

＜実績＞
令和6年度　計画届受理件数7件

＜実績＞
計画届受理件数5件（内、教育訓練休暇制度4件、長期教育訓練休暇制度1件）

＜成果＞
労働者の自発的な職業能力開発の機会の確保を促進に効果あり。

＜成果＞
労働者の自発的な職業能力開発の機会の確保を促進に貢献している。

労働局
助成金を活用して労働者
の自発的な職業能力開発
の機会の確保を促進する。

労働者の自発的な職業能力
開発の機会の確保を促進する
ため、今後も助成金の活用が
必要。

引き続き、助成金を活用して
労働者の自発的な職業能力
開発の機会の確保を促進。

労働局 教育訓練給付金支給状
況

引き続き、制度の周知・広報を
行う。

令和7年10月から教育訓練
受講休暇給付が施行されるこ
とから、在職中の受講の促進が
見込まれる。

労働局

職業選択やキャリア形成の
方向付けの支援を行うこと
を目的として、ジョブカードを
活用したキャリアコンサルティ
ングの実施

ジョブカードの有効性について一
般的な認知が低いため、制度
の更なる周知が必要。

委託事業の活用を含めた制度
活用の推進に取り組む。

協会

ものづくりマイスターの活用
事業の実施。
企業・団体への実技指導
の実施。

派遣の増加に伴い、指導者と
なるものづくりマイスターの確保
が必要。

新規派遣先の開拓を進め、実
績の拡充を図る。

7



基本的施策１　デジタル変革の進展など急速な産業構造や社会環境の変化に柔軟に対応し、更なる生産性向上に資する職業能力開発及びキャリア形成の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

④【事業所向け】仕事と生活の両立に向けた職場環境改善に取り組む企業の認証
ｱ)　仕事と生活の両立に向けた職場環境改善支援（ひなたの極認証、仕事と生活の両立応援宣言、セミナー等）

＜実績＞
【ひなたの極】14社（累計80社）
【仕事と生活の両立応援宣言】104件（累計1,720件）
【働き方改革講演会】講演会：70名（3会場合計）

＜実績＞
【ひなたの極】9社（累計66社）
【仕事と生活の両立応援宣言】108件（累計1,616件）
【働き方改革講演会・研修会】講演会：57名、研修会：84名

＜成果＞
　ワーク・ライフ・バランスの実現を促進することにより、県内企業の労働
力の確保・定着を図ることができている。

＜成果＞
ワーク・ライフ・バランスの実現を促進することにより、県内企業の労働力の確保・定着を
図ることができている。

ｲ)　次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定届出及びくるみん･プラチナくるみん認定

＜実績＞
・常用労働者数101人以上企業の一般事業主行動計画策定届
　　届出率　99.7%（393社/394社）
・令和６年度くるみん認定企業数　7社（認定企業総数：63社）
　　プラチナくるみん認定企業数　0社（認定企業総数： 3社）

＜実績＞
・常用労働者数101人以上企業の一般事業主行動計画策定届
　　届出率　100%（395社/395社）
・くるみん認定企業数 10社（認定企業総数：57社）
　プラチナくるみん認定企業数　2社（認定企業総数： 3社）

＜成果＞
・一般事業主行動計画の策定推進について、一般事業主行動計画
終了3か月前の事業場に対し、通知文書を送付し、行動計画の策
定・届出の促進を図り、高い水準で保つことができた。
・「くるみん」認定を希望する企業については、積極的に支援を行い、
認定に向けたアドバイスを行ったことで、認定につながった。

＜成果＞
・一般事業主行動計画の策定推進について、一般事業主行動計画終了3か月前の
事業場に対し、通知文書を送付し、行動計画の策定・届出の促進を図り、届出率
100％を達成した。
・「くるみん」認定を希望する企業については、積極的に支援を行い、認定に向けたアド
バイスを行ったことで、認定につながった。

労働局

・常用労働者数101人以
上の義務企業に対する一
般事業主行動計画の策
定・届出の促進
・「くるみん」認定の取得促
進

・「くるみん」認定企業を増やす
ため、認定制度を積極的に周
知するとともに、労働者数100
人以下の努力義務企業に対
し、次世代法に基づく行動計
画を策定するよう働きかけること
が必要。

・あらゆる機会を通じて「くるみ
ん」認定制度を周知し、取得に
向けた取組みを支援する。

雇用労働政策
課

【ひなたの極】【仕事と生活
の両立応援宣言】
・「仕事と生活の両立応援
宣言」登録事業及び「働き
やすい職場『ひなたの極』」
認証制度の運用、普及啓
発

【働き方改革講演会】
　・県内３箇所（宮崎、
延岡、都城）にて講演会
（各１回）を開催し、働
き方改革に取り組む企業を
支援

【ひなたの極】【仕事と生活の両
立応援宣言】
　・「ひなたの極」認証取得は職
場環境改善に効果があるが、
県内全域における制度の認知
度向上が必要。

【働き方改革セミナー】
　・講演会の参加人数が少な
い。

【ひなたの極】【仕事と生活の両
立応援宣言】
・引き続き「ひなたの極」普及推
進員との連携による普及啓発
や講演会等での周知・広報を
行い、制度の認知度向上を図
る。

【働き方改革講演会】
・労働局、社労士会等との協
議の上、企業等の意識改革に
つながる実践的なテーマを設定
し、県内３か所（宮崎・都城・
延岡）で実施する。また、他機
関等が実施する同様のセミナー
についても情報収集し開催時
期や講演内容を工夫して開催
する。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑴教育現場における地域産業界や関連機関と連携したキャリア教育の推進
①　企業と学校の連携強化
ｱ)　企業と学校の連携強化によるキャリア教育の推進（県内就職支援員、就職支援エリアコーディネーター等）

＜実績＞
エリアネットワーク会議の開催（対面７地区開催）

＜実績＞
エリアネットワーク会議の開催（対面６地区開催、オンライン１地区開催）

＜成果＞
企業と学校、関係機関の接点が強化され、県内企業の魅力が伝わっ
ている。

＜成果＞
企業と学校、関係機関の接点が強化され、県内企業の魅力が伝わっている。

②　高校生等に対する企業の現場等での実践的な研修、意見交換等の実施

＜実績＞
企業訪問実施２２校
インターンシップ実施１９校

＜実績＞
企業訪問実施２５校
インターンシップ実施２２校

＜成果＞
企業現場での実際の活動を行うことで、県内企業の仕事のやりがいや
企業の魅力に実際に触れることができ体験的な理解を深めることがで
きた。

＜成果＞
企業現場での実際の活動を行うことで、県内企業の仕事のやりがいや企業の
魅力に実際に触れることができ体験的な理解を深めることができた。

③　小中高校等での熟練技能者によるものづくり体験、技術指導等の実施
ｱ)　匠の技講話・体験教室（小中学生への講話･体験活動）

＜実績＞
令和６年度実施件数　33件

＜実績＞
令和５年度実施件数　32件

＜成果＞
令和６年度参加生徒数　683名
令和６年度参加技能士数　124名

＜成果＞
令和５年度参加生徒数　551名
令和５年度参加技能士数　99名

ｲ)　担い手育成促進事業（高校・大学生への熟練技能士による技術指導）

＜実績＞
令和６年度実施件数　11件

＜実績＞
令和５年度実施件数　11件

＜成果＞
令和６年度参加生徒数　308名
令和６年度参加技能士数　74名

＜成果＞
令和５年度参加生徒数　343名
令和５年度参加技能士数　59名

雇用労働政策
課

小中学生を対象に熟練技
能士による、職業講話・も
のづくり体験の実施。

大規模校など、予算の制約に
より実施出来ない学校があっ
た。

県内の学校へ体験教室等を
継続して行い、技能振興の気
運醸成を図る。

雇用労働政策
課

若年技能士確保のため工
業高校等へ熟練技能士を
派遣し、実技指導及び指
導内容に係る事業所等の
現場見学を実施している。

各学校への周知・広報等の働
きかけの実施。

県内の学校へ実技指導等を
継続して行い、若年技能者の
確保・育成を図る。

高校教育課

「宮崎で活躍！高校生県
内就職促進事業」における
職業系専門学科のある高
校でのデュアル教育システ
ムの取組。企業訪問、イン
ターンシップシップの実施。

生徒が専門の学びを実践でき
る企業が遠方のため、交通費
が必要である。

県内就職に関係する様々な接
点づくりを行っているところであ
り、予算化を進めている。関係
団体や市町村との連携、学校
間でノウハウを活用するなど、更
なる県内就職促進の取組を進
める。

高校教育課

県内７つのエリアで県立高
校を拠点として配置された
就職支援エリアコーディネー
タによる就職支援。

普通科高校生徒への企業情
報の提供。離職生徒数を減ら
すための取組。

連携を深めるための情報共有
や、県内企業の高い採用意
欲、学校現場の体制の変化に
コーディネーターと連携した進路
支援活動の構築を図る。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

ｳ)　若年技能者人材育成支援等事業

＜実績＞
高校等　実施件数：25件　指導日数:111日　実受講者数:406
名　延べ受講者数:1013名
小中学校　実施件数:39件　体験者数:2,037名

＜実績＞
高校等　実施件数：20件　指導日数:90日　実受講者数:208名　延べ受講者
数:715名
小中学校　実施件数:42件　体験者数:2,551名

＜成果＞
高校等への派遣実績は、前年度より増加した。
小中学校への派遣は、前年度と同程度の件数を実施した。

＜成果＞
高校等への派遣実績は、前年度より大幅に増加した。
小中学校への派遣を実施した。

④　各産業における教育現場と連携した魅力発信
ｱ)　小中高生向けガイドブック作成

＜実績＞
小、中、高校生に対して、約35,000冊を配布

＜実績＞
小、中、高校生に対して、約38,500冊を配布

＜成果＞
・小、中、高校生の段階から福祉の仕事に対する理解を深め、県内
の福祉事業所等で働いてもらうきっかけをつくるなど、福祉の仕事への
理解を深めることができた。

＜成果＞
・小、中、高校生の段階から福祉の仕事に対する理解を深め、県内の福祉事
業所等で働いてもらうきっかけをつくるなど、福祉の仕事への理解を深めることが
できた。

ｲ)　高校生対象福祉事業所見学会

＜実績＞
参加者241名

＜実績＞
参加者142名

＜成果＞
高校生が県内の福祉事業所等で働くきっかけを作るなど、福祉の仕
事への理解を深めることができた。

＜成果＞
高校生が県内の福祉事業所等で働くきっかけを作るなど、福祉の仕事への理解を深め
ることができた。

福祉保健課

福祉の仕事の重要性やや
りがい等への理解を深め、
福祉分野への進路選択や
就業につなげる取組とし
て、関係機関の協力も得
ながら、ガイドブックを作成し
ている。

ガイドブックやホームページ等に
より、若年層から福祉の仕事に
興味を持ってもらうことができる
よう、記載内容について毎年ブ
ラッシュアップしていく。ガイドブッ
クを使った出前講座について、
より多くの学校で実施出来るよ
う周知していく。

今後も、ガイドブックやホーム
ページ等により、将来の福祉の
担い手として期待される若年層
の福祉の仕事に対する理解を
深め、福祉分野への進路選択
や就業を促進していく。

福祉保健課

福祉の仕事への理解と将
来の福祉人材の確保を推
進するための取組として、
高等学校生を対象にした
「福祉の職場(オンライン)
見学会」を実施し、将来の
福祉・介護の担い手の確
保に取り組んでいる。本見
学会では、福祉の仕事の
やりがいや魅力などについ
て、福祉の現場で活躍中
の方々の生の声も取り入れ
ながら実施している。

コロナ禍以降、施設への直接
見学が再開できていない。感染
症対策の観点でやむを得ない
が、現場の雰囲気を少しでも生
で感じてもらうため、出前講座
等により福祉施設職員との接
点機会が多くなるような工夫が
必要。

今後も、引き続き県内の全高
校に対し、見学会や出前講座
のPRを行っていく。

協会

ものづくりマイスター活用事
業の実施。
高等学校以上の学校での
実技指導、小中学校での
ものづくり体験への派遣を
実施。

小中学校でのものづくり体験教
室は、各校からの実施希望が
多くすべてに応えることができな
いため、実施校の選定に注意
を要する。

実施を継続的に推進し、事業
効果を高めていく。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑵若年者のキャリア形成及び職業能力開発
①　若年者を対象とした企業との交流機会の創出

＜実績＞
・応募前ジュニアワークフェア（県内延べ）参加企業231社、生徒
1,043名
・みやざき春の就職応援フェア　参加企業100社、参加者数173名
・職業体験ガイダンス　県内高校3校で実施。

＜実績＞
・応募前ジュニアワークフェア　（県内延べ）参加企業232社、生徒1,034名
・みやざき春の就職応援フェア　参加企業100社、参加者数219名
・職業体験ガイダンス　県内高校５校で実施。

＜成果＞
・これらの取組により、高校生の進路が決定する前に、県内企業や県
内で働くことの魅力を伝えることができた。
・各会場の参加企業数を増やすことで、より多くの学生と県内企業が
出会う場を提供した。（応募前ジュニアワークフェア）
・SNS等を活用した広報の強化により参加者増加に繋がった。（みや
ざき春の就職フェア）

＜成果＞
・これらの取組により、高校生の進路が決定する前に、県内企業や県内で働くことの魅
力を伝えることができた。
・各会場の参加企業数を増やすことで、より多くの学生と県内企業が出会う場を提供し
た。（応募前ジュニアワークフェア）
・SNS等を活用した広報の強化により参加者増加に繋がった。（みやざき春の就職フェ
ア）

②　若年者相談窓口の活用促進
ｱ)　ヤングJOBサポートみやざき

＜実績＞
　新規登録者：320名
　延べ利用者数（セミナー参加者含む）：4,853名
　延べ相談利用者：2,479名

＜実績＞
新規登録者：384名
延べ利用者数（セミナー参加者含む）：4,421名
延べ相談利用者：2,769名

＜成果＞
利用者のうち、就職者数281名。

＜成果＞
利用者のうち、就職者数316名。

ｲ)　みやざき若者サポートステーション／サポステ・プラス
＜実績＞
・新規登録者：206 名
・延べ利用者数：12,285 名
・臨床心理士等による心理カウンセリング　188 件
・就職者数：178 名

＜実績＞
・新規登録者：222 名
・延べ利用者数：11,506 名
・臨床心理士等による心理カウンセリング　252 件
・就職者数：179 名

＜成果＞
利用者のうち、就職者数178名。

＜成果＞
利用者のうち、就職者数179名。

職場見学及び短期の就業体
験等の受入に協力可能な事
業所のさらなる開拓が課題。

引き続き、リーフレットやSNS等
を活用した周知を行うとともに、
国事業と連携した県内企業等
の理解促進、受入先の開拓を
推進する。

雇用労働政策
課

宮崎本部と延岡ｻﾃﾗｲﾄの
２拠点において、おおむね
40歳未満の方を対象とし
たキャリアカウンセリングや適
職診断の実施・解説、応
募書類の添削といった就職
支援を実施した。
また、就職活動や入社後
に役立つスキルを身に付け
るための各種セミナーを実
施した。

就職支援を利用せずとも自己
就職できる状況において学生の
利用を増やすことが課題。今後
は県外の学生のＵターン就職
支援に力を入れることと、1 年
時からの早い段階での学生との
関わりを持てるようなインターン
シップセミナーの実施や情報の
発信に力を入れて取り組む。

施設の周知・広報を引き続き
実施していく。
また、宮崎本部については、併
設する「宮崎ひなた暮らしUIJ
ターンセンター」や「宮崎わかも
の応援ハローワーク宮崎駅前
コーナー」との連携を一層強め
ていく必要がある。

労働局、雇用労
働政策課

・応募前ジュニアワークフェア
　高校卒業予定者を対象に、
７月１日から始まる求人公
開直後に、県内企業と直接
出会う場を提供し、県内就職
の促進及び早期離職防止を
目的とする。

・みやざき春の就職応援フェア
　新規大学等卒業予定者及
び高校卒業予定者並びに大
学等１～３年生を対象に、
県内企業と直接出会う場を
提供し、県内就職促進及び
早期離職防止を目的とする。

・高校１・２年生を対象に、
生徒が企業から製品・サービス
の紹介や業務の一部を体験
できるガイダンスを実施。

・職業系高校だけでなく、普通
系高校のさらなる参加者の増
加。
・早期に就職希望が決定す
る、工業高校での事業の実施
や参加者の増加。
・会場が市街地から離れてお
り、アクセスが悪い。（応募前
ジュニアワークフェア（県央会
場）・みやざき春の就職応援
フェア）
・企業の採用選考が早期化し
ており、３月の広報活動解禁
に合わせた開催だと既に内々
定を得ている学生も多く、参加
者の確保が難しい。（春の就
職応援フェア）
・工業高校の参加生徒が少な
い。（応募前ジュニアワークフェ
ア）

・ガイダンスの実施方法や運営
について様々な工夫を凝らしな
がら、県内企業の魅力を伝える
ことで、県内企業への就職率
向上を図る。
・引き続き、SNS等を活用した
広報に努め、より多くの求職者
と県内企業との出会いの場を
提供し、県内就職促進を図
る。（みやざき春の就職フェ
ア）
・Uターン就職促進のため、進
学希望者にも参加を促す。
（応募前ジュニアワークフェア）

雇用労働政策
課

・相談者の状況に応じた心
理カウンセリングや短期の
就業体験等の実施。
・ネットワーク会議等を通じ
た関係機関の連携による
周知強化や相互誘導。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

ｳ)　新卒応援ハローワーク等
＜実績＞
・相談件数（中学・高校・大学等） 6,505件
（※新卒応援ハローワーク含む県内全てのハローワーク）
・セミナー(中学・高校・大学等)　77回　1,788人
（※新卒応援ハローワーク含む県内全てのハローワーク）

＜実績＞
・相談件数（中学・高校・大学等） 6,333件
（※新卒応援ハローワーク含む県内全てのハローワーク）
・セミナー(中学・高校・大学等)　88回　1,588人
（※新卒応援ハローワーク含む県内全てのハローワーク）

＜成果＞
求職者のニーズに即した職業相談及びセミナーを実施した。

＜成果＞
求職者のニーズに即した職業相談及びセミナーを実施した。

③　県内で働くことや県内企業・産業の魅力の発信

＜実績＞
・応募前ジュニアワークフェア　（県内延べ）参加企業231社、生徒1,043
名
・みやざき春の就職応援フェア　参加企業100社、参加者数173名
・職業体験ガイダンス　県内高校3校で実施。
【ポリテク延岡】
・県北企業のものづくり事業所を対象とし、合同企業説明会を計4回（延べ
40社）実施、参加者数61名

＜実績＞
・応募前ジュニアワークフェア　（県内延べ）参加企業187社、生徒1,011名
・みやざき春の就職応援フェア　参加企業100社、参加者数210名
・職業体験ガイダンス　県内高校５校で実施。
【ポリテク延岡】
・県北企業のものづくり事業所を対象とし、合同企業説明会を計３回（延べ２５社）
実施、参加者数４３名

＜成果＞
これらの取組により、高校生の進路が決定する前に、県内企業や県内で働くこ
との魅力を伝えることができた。
・労働局、県および各ハローワークが密に連携を行い、フェアの周知に力を入れ
た結果、例年減少していた参加者が増加に転じ、より多くの学生と県内企業
が出会う場を提供した。（応募前ジュニアワークフェア）
【ポリテク延岡】
・参加事業所への工場見学の希望者、応募者が増加した。
・地元新聞で報道された。

＜成果＞
これらの取組により、高校生の進路が決定する前に、県内企業や県内で働くことの魅力
を伝えることができた。
・各会場の参加企業数を増やすことで、より多くの学生と県内企業が出会う場を提供し
た。（応募前ジュニアワークフェア）
・SNS等を活用した広報の強化により参加者増加に繋がった。（みやざき春の就職フェ
ア）
【ポリテク延岡】
・参加事業所への工場見学の希望者、応募者が増加した。
・訓練生が採用された。

＜実績＞
県が主催する説明会等でのチラシ設置や成人式で配布するチラシへ
の記載など、幅広く情報を届けることができた。
（R6年度登録者数）
メルマガ：745名、LINE：611名、Twitter（現：X）：328名

＜実績＞
スマートフォンでの閲覧用にサイトのレイアウトを調整したほか、県が主催する説明会等で
のチラシ設置や成人式で配布するチラシへの記載など、幅広く情報を届けることができ
た。
（R5年度登録者数）
メルマガ：664名、LINE：609名、Twitter（現：X）：332名、Facebook：
161名

＜成果＞
県内就職へ一定の効果があると考えている。

＜成果＞
県内就職へ一定の効果があると考えている。

労働局

・新規学校卒業者及び卒
業後３年以内の者に対す
る就職相談・求人開拓
・各種セミナーの実施
・大学等における出張相談

ハローワーク利用者が減少傾
向にある。

引き続き、職員の相談スキル
向上、求職者ニーズを踏まえた
求人内容の見直し等を行い、
ハローワークの利用促進を行
う。

労働局、機構、
雇用労働政策
課

・応募前ジュニアワークフェア
　高校卒業予定者を対象に、
７月１日から始まる求人公
開直後に、県内企業と直接
出会う場を提供し、県内就職
の促進及び早期離職防止を
目的とする。
・みやざき春の就職応援フェア
　新規大学等卒業予定者及
び高校卒業予定者並びに大
学等１～３年生を対象に、
県内企業と直接出会う場を
提供し、県内就職促進及び
早期離職防止を目的とする。
・高校１・２年生を対象に、
生徒が企業から製品・サービス
の紹介や業務の一部を体験
できるガイダンスを実施。
【ポリテク延岡】
・在籍する訓練生に対して独
自の合同企業説明会を企
画・実施

・職業系高校だけでなく、普通系
高校のさらなる参加者の増加。
・早期に就職希望が決定する、工
業高校での事業の実施や参加者
の増加。
・企業の採用選考が早期化してお
り、３月の広報活動解禁に合わせ
た開催だと既に内々定を得ている
学生も多く、参加者の確保が難し
い。（春の就職応援フェア）
【ポリテク延岡】
・申込事業所数が減少傾向にあ
る。
・新規参加事業所の申込拡大。

ガイダンスの実施方法や運営につ
いて様々な工夫を凝らしながら、県
内企業の魅力を伝えることで、県
内企業への就職率向上を図る。
・引き続き、SNS等を活用した広
報に努め、より多くの求職者と県内
企業との出会いの場を提供し、県
内就職促進を図る。（みやざき春
の就職フェア）
・将来的なUターン就職促進のた
め、進学希望者にも参加を促す。
（応募前ジュニアワークフェア）
【ポリテク延岡】
・SNS等を有効に活用して広く周
知し、引き続きニーズに即した企業
説明会の開催に努める。

雇用労働政策
課

大学生等の若者向け就職
情報サイト「CHOICE！～
宮崎を第一志望に～」の
運営。
メルマガ・SNS（LINE、
Twitter（現：X）））
での情報発信。

登録企業が各自で編集できる
ように調整するほか、アクセス増
の取組や、より利便性の高いサ
イトへの改修する必要がある。

引き続き定期的な情報発信や
掲載情報の更新を行い、県内
で働く魅力や企業情報を発信
する。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

＜実績＞
担い手コーディネーターが主体となり、次の取組を実施
・企業・教育機関訪問　311件
・採用力向上のためのセミナー　16名参加
・出前講座・現場見学会10校　ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ５校
○ポータルサイトに企業情報（111社)、先輩の声等を掲載
・県職員が制作した動画を投稿するYouTube「ビルミヤチャンネル」の
開設

＜実績＞
担い手コーディネーターが主体となり、次の取組を実施
・企業・教育機関訪問　241件
・採用力向上のためのセミナー　18名参加
・出前講座・現場見学会８回　ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ５回
○ポータルサイトに企業情報（106社)、先輩の声(10名)等を掲載

＜成果＞
これらの取組により、高校生をはじめ多くの方々に、県内で働くことや県
内企業・産業の魅力を発信することができた。

＜成果＞
これらの取組により、高校生をはじめ多くの方々に、県内で働くことや県内企業・産業の
魅力を発信することができた。

④　県外進学者等に対する県内就職に向けた情報提供等の実施

＜実績＞
【６月発送：4,350通】2025～2026年3月大学等卒業予定者の
保護者
【12月発送：4,656通】2026～2028年3月大学等卒業予定者
の保護者

＜実績＞
【７月発送：4,494通】2024～2025年3月大学等卒業予定者の保護者
【１月発送：5,310通】2025～2027年3月大学等卒業予定者の保護者

＜成果＞
長期休暇のタイミングで保護者宛に郵送することで、県外の大学等に
進学した学生にも情報を届けることができている。

＜成果＞
長期休暇のタイミングで保護者宛に郵送することで、県外の大学等に進学した学生にも
情報を届けることができている。

⑤　若年者向け公共職業訓練
ｱ)　県立産業技術専門校、同高鍋校：建築科、塗装科における学卒者訓練【再掲1-⑵-①】

＜実績＞
県立産業技術専門校の令和6年度在校生　110名（１年55人、
２年55人）
県立産業技術専門校高鍋校（建築科・塗装科）の令和6年度修
了生　4人

＜実績＞
県立産業技術専門校の令和５年度在校生　134名（１年62人、２年72人）
県立産業技術専門校高鍋校（建築科・塗装科）の令和５年度修了生　５人

＜成果＞
県立産業技術専門校の令和6年度修了生の就職率　１００％
（53人/53人）※55名修了し、2名のうち1名は進路変更、1名は
進学。就職希望者を母数としている。
県立産業技術専門校高鍋校（建築科・塗装科）の令和6年度修
了生の就職率　１００％（4人/4人）

＜成果＞
県立産業技術専門校の令和５年度修了生の就職率　１００％（71人/71人）
県立産業技術専門校高鍋校の令和５年度修了生の就職率　１００％（５人/５
人）

郵送に必要な情報（住所や
宛名等）のとりまとめは、各高
校に依頼しているが、提出状況
にばらつきがある。加えて、同意
を得られなかった保護者につい
ては、情報の郵送ができていな
い。

高校の担当者や保護者の方に
郵送の取組を理解してもらうた
めに、県ホームページにおいて取
組の紹介を行う。また、情報を
受け取った方が県内就職への
興味を持つよう郵送資料の見
直しも必要。

雇用労働政策
課

県立産業技術専門校に
て、高卒程度の学卒者を
対象に２年間の職業訓練
を実施。
また、同校高鍋校の建築
科と塗装科では、中学校
卒業者等を対象に１年間
の職業訓練を実施。

県立産業技術専門校及び高
鍋校ともに入校生確保が課題
となっている。

高校、中学校への学校訪問や
合同説明会への参加により専
門校・高鍋校の説明を行うとと
もに、各種広報媒体を活用し
たＰＲを行う。

管理課

・企業と教育機関とのつな
ぎ役となる担い手コーディ
ネーターを、宮崎県建設業
協会に１名設置。
・産業の魅力や企業情
報、各種支援制度等を一
体的に発信するポータルサ
イト（通称「ビルミヤ」）を
運営。

雇用労働政策
課

県内高校卒業後、大学等
に進学した生徒の保護者
の方を対象に県内就職に
関する情報を年１～２回
郵送する。

・出前講座・現場見学会のさら
なる実施。
・ポータルサイトへのアクセス増
の取組や、より利便性の高いサ
イトへの改修。

引き続きサイトコンテンツの充実
を図り、建設産業の魅力や県
内企業の認知度を向上させ、
現場見学会など対面型の取組
につなげて、県内企業への就職
率向上を図る。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

ｲ)　委託訓練活用型デュアルシステムコース

＜実績＞
委託訓練活用型デュアルシステムコースの開講実績
開講コース数：医療事務科２コース
入校者数：２２人

＜実績＞
委託訓練活用型デュアルシステムコースの開講実績
開講コース数：医療事務科３コース（ほか令和４年度からの繰り越し１コース）
入校者数：４６人（令和５年度開講コース分）

＜成果＞
委託訓練活用型デュアルシステム修了生の関連産業就職率：
６５．０％（関連産業就職者13人／修了生20人）
※R7.7速報値

＜成果＞
委託訓練活用型デュアルシステム修了生の関連産業就職率：７３．１％（関連産
業就職者38人／修了生52人）

⑶女性の活躍推進に向けた職業能力開発
①　女性向け相談窓口、情報発信の充実及び希望する就労形態への就職促進

ｱ)　みやざき女性就業支援センター「みやざき女性人材バンク」等

＜実績＞
・人材バンク新規登録者数　265人
・人材バンク新規登録企業数　149社（新規求人数　645件）
・相談延べ件数　1178件

＜実績＞
・人材バンク新規登録者数　112人
・人材バンク新規登録企業数　55社（新規求人数　221件）
・相談延べ件数　773件

＜成果＞
利用者のうち、就職者数136名。

＜成果＞
利用者のうち、就職者数74名。

ｲ)　ハローワーク・マザーズコーナー　等

＜実績＞
令和6年度マザーズコーナー業務実績
〈全体〉
　・新規求職者 2,645名、相談件数 8,094件
〈担当者制による重点支援対象者〉
　・新規対象者 708人

＜実績＞
令和5年度マザーズコーナー業務実績
〈全体〉
　・新規求職者2,895名、相談件数8,623件
〈担当者制による重点支援対象者〉
　・新規対象者703人

＜成果＞
〈全体〉就職件数 1,181件
〈担当者制による重点支援対象者〉就職件数（6ヵ月以内） 659
件、就職率  93.1％

＜成果＞
〈全体〉就職件数1,234件
〈担当者制による重点支援対象者〉就職件数（6ヵ月以内）670件、就職率
95.3％

雇用労働政策
課

相談窓口によるマッチング
支援
セミナー実施
就職面談会、職場見学会
企業開拓・求人アドバイス
等

相談件数が昨年度より大きく
延びたことにより、相談体制を
見直す必要がある。
また、求職者のニーズに寄り
添った求人が増えるよう、企業
に対し、業務の切り出し等の提
案を行うなど、新たな求人開拓
を引き続き実施していく必要が
ある。

多様な広報媒体（チラシ、新
聞、広報紙、SNS等）を活用
し、施設の周知・広報を継続・
強化していく。女性が求める業
務内容の傾向や、支援内容を
把握し、企業開拓、求人アド
バイス等につなげていく。

労働局

県内3か所にマザーズコー
ナーを設置し、子育てや介
護をしながら働くことを希望
される方を中心に就職支
援を実施。
〇担当者制、予約制によ
る相談・紹介
〇求人情報の提供、希望
求人の開拓
〇就職支援セミナー等の
開催
〇保育・託児サービス等の
情報提供
〇SNSを活用したマザーズ
コーナー及びイベント情報
等の周知

マザーズコーナーの存在や支援
内容を知らない潜在的求職者
を取り込むために、関係機関と
連携し、アウトリーチ型の職業
相談の実施やSNS等を活用し
た積極的な周知を行うことが必
要である。

支援を必要としながら来所が困
難な者や来所をためらう者に対
して、求職者の希望に応じ、就
職支援サービスをオンラインで提
供することにより、マザーズコー
ナーの利便性の向上を図り、求
職者の拡大につなげる。

雇用労働政策
課

若年者向けに職場体験等
を通じた職業意識の啓発、
訓練受講意欲の喚起から
専門学校等の民間教育
訓練機関での座学訓練、
企業等における実習を一
貫した形で講じることで実
践的な職業能力を付与
し、安定就労への移行を
図る。

受講対象者及び受託機関が
重複している求職者支援訓練
との開講時期等の調整。

引き続き訓練コースを設定す
る。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

②　公的職業訓練における女性向けコースの拡充
ｱ)　委託訓練：母子家庭の母等対象コース、託児サービス付コース、委託訓練活用型デュアルシステムコース　等

＜実績＞
委託訓練活用型デュアルシステムコースの開講実績
開講コース数：医療事務科２コース
入校者数：２２人
委託訓練活用型デュアルシステム修了生の関連産業就職率：
６５．０％（関連産業就職者13人／修了生20人）
※R7.7速報値
託児サービス付きコースの設定数：21コース

＜実績＞
委託訓練活用型デュアルシステムコースの開講実績
開講コース数：医療事務科３コース（ほか令和４年度からの繰り越し１コース）
入校者数：４６人（令和５年度開講コース分）
委託訓練活用型デュアルシステム修了生の関連産業就職率：７３．１％（関連産
業就職者38人／修了生52人）
託児サービス付きコースの設定数：２４コース

＜成果＞
託児サービス利用者数：1人

＜成果＞
託児サービス利用者数：５人

ｲ)　求職者支援訓練：託児サービス付コース　等

＜実績＞
令和6年度に開講した65コースのうち、10コースが認定。

＜実績＞
令和5年度に開講した68コースのうち、8コースが認定。

＜成果＞
託児サービス利用者数：0人

＜成果＞
託児サービス利用者数：6人

③　女性活躍推進に取り組む企業の認定
ｱ)　女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届出及びえるぼし・プラチナえるぼし認定

＜実績＞
・常用労働者数101人以上企業の一般事業主行動計画策定届
　届出率　99.2%（391社/394社）
・令和６年度　えるぼし認定企業数　2社（認定企業総数：9社）
　プラチナえるぼし認定企業数　0社（認定企業総数：1社）

＜実績＞
・常用労働者数101人以上企業の一般事業主行動計画策定届
　届出率　100%（395社/395社）
・えるぼし認定企業数　1社（認定企業総数：7社）
　プラチナえるぼし認定企業数　1社（認定企業総数：1社）

＜成果＞
・一般事業主行動計画の策定推進について、一般事業主行動計画
終了3か月前の事業場に対し、通知文書を送付し、行動計画の策
定・届出の促進を図った。
・「えるぼし」認定を希望する企業については、積極的に支援を行い、
認定に向けたアドバイスを行ったことで、認定につながった。

＜成果＞
・一般事業主行動計画の策定推進について、一般事業主行動計画終了3か月前の
事業場に対し、通知文書を送付し、行動計画の策定・届出の促進を図り、届出率
100％を達成した。
・「えるぼし」認定を希望する企業については、積極的に支援を行い、認定に向けたアド
バイスを行ったことで、認定につながった。

雇用労働政策
課

委託訓練活用型デュアル
システムコースの設定。
託児サービス付きコースの
提案者に対する企画コンペ
審査時の加点措置。

競合する実施機関が少ない地
区においては、託児サービス付
きコースの提案がないため、設
定されてない。

委託訓練事業説明会等で託
児サービス付きコースの提案を
勧奨する。
母子家庭の母等を対象とした
コースは、令和２～４年度に
かけて設定したものの、応募者
が少なく開講に至らなかったた
め、令和５年度以降は設定を
見送っている。

労働局、機構

子育て中の求職者に対し
て、再就職に必要な技能
習得機会を確保するため
に、託児サービス付きコース
を設置。

託児サービス付コースの拡大及
び利用促進にむけた周知広
報。

実施主体と連携し、託児サー
ビス付きコースの拡大に向け
SNS等を活用した周知広報等
の取り組みに努める。

労働局

・常用労働者数101人以
上の義務企業に対する一
般事業主行動計画の策
定・届出の促進。
・「えるぼし」認定の取得促
進。

・「えるぼし」認定企業を増やす
ため、労働者数100人以下の
努力義務企業に対し、女活法
に基づく行動計画を策定するよ
う働きかけ、認定取得に向け更
なる制度周知、個別支援を
行っていくことが必要。

・あらゆる機会を通じて「えるぼ
し」認定制度を周知し、取得に
向けた取組みを支援する。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑷中高年齢者の活躍促進に向けた職業能力開発
①　特定求職者雇用開発助成金（生涯現役コース）

＜実績＞
令和６年度　支給決定件数983件
・生涯現役コース　471件
・特定就職困難者コース　512件
※生涯現役コースについては経過措置分（廃止前に支給申請があっ
たもの）

＜実績＞
令和５年度　支給決定件数450件
・生涯現役コース　413件
・特定就職困難者コース　37件
※生涯現役コースは令和５年度より、特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難
者コース）へ廃止統合。

＜成果＞
高齢者の雇用促進に一定の効果あり。

＜成果＞
65歳以上の雇用促進に貢献できている。

②　高齢者向け相談窓口、情報発信の充実（みやざきシニア就業支援センターの「みやざきシニア人材バンク」）

＜実績＞
・人材バンク新規登録者数　194人
・人材バンク新規登録企業数　91社（新規求人数　242件）
・相談延べ件数　1,194件

＜実績＞
・人材バンク新規登録者数　158人
・人材バンク新規登録企業数　49社（新規求人数　285件）
・相談延べ件数　1,319件

＜成果＞
利用者のうち、就職者数113名。

＜成果＞
利用者のうち、就職者数155名。

③　生産性向上支援訓練（中高年齢以上の方を対象としたミドルシニアコース）

＜実績＞
令和６年度受講者数　134人（目標値40人）

＜実績＞
令和５年度受講者数　141人（目標値40人）
※ミドルシニアコースの実績カウントの仕方については、令和５年度より受講者総数に変
更。

＜成果＞
中堅・ベテラン層に対する役割の変化への対応力や、技能継承のため
のスキルの習得等に貢献した。

＜成果＞
ミドルシニアコースは、概ね45歳以上の方を対象者としたコースであるが、実際は、年齢
に関わりなく受講される（もしくは「企業側として受講させる。」）ことが伺える。

機構
生産性向上支援訓練（ミ
ドルシニアコース）の実施
及び相談支援。

生産性向上支援訓練の認知
度向上を図るため、継続して周
知・広報に取り組むことが必要
である。

事業主・受講者（中高年齢
者以上の方）のニーズを把握
した上で実施コースを検討す
る。

労働局

60歳以上の者を雇い入れ
た事業主に対して助成を
行うことで、60歳以上の者
の雇用機会の創出、促進
を図るもの。
※生涯現役コースは令和
５年度より、特定求職者
雇用開発助成金（特定
就職困難者コース）へ廃
止統合。

雇い入れた高齢者の早期離職
の防止

引き続き、事業主へ当該助成
金制度の周知を行い、高齢者
の雇用機会の創出、促進を図
る。

雇用労働政策
課

相談窓口によるマッチング
支援
セミナー実施
就職面談会、職場見学会
企業開拓・求人アドバイス
等

相談件数や就職決定者数を
増やすための取組（窓口の周
知、就職面談会、セミナー等）
を継続・強化していく必要があ
る。
また、求職者のニーズに寄り
添った求人が増えるよう、企業
に対し、業務の切り出し等の提
案を行うなど、新たな求人開拓
を引き続き実施していく必要が
ある。

多様な広報媒体（チラシ、新
聞、広報紙、SNS等）を活用
し、施設の周知・広報を継続・
強化していく。高齢者が求める
業務内容の傾向や、支援内容
を把握し、企業開拓、求人アド
バイス等につなげていく。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑸障がいの特性等に応じた多様な職業能力開発
①　県立産業技術専門校高鍋校及び県外障害者職業能力開発校への入校促進

ｱ)　産業技術専門校高鍋校販売実務科での知的障がい者を対象とした職業訓練の実施

＜実績＞
令和６年度入校生　２名（修了２名）

＜実績＞
令和５年度入校生　４名（修了は２名）

＜成果＞
令和６年度就職率　１００％（２名/２名）

＜成果＞
令和５年度就職率　１００％（２名/２名）

ｲ)　県外障害者職業能力開発校への入校促進

＜実績＞
令和６年度　鹿児島能力開発校　6名入校(5名卒業、5名就職
（うち卒業者4名、中退者1名））

＜実績＞
令和５年度　　鹿児島能力開発校　5名入校(3名卒業、卒業後2名就職）

＜成果＞
障がい者の職業能力開発の機会を提供することにより、障がい者の就
労促進に図ることができた。

＜成果＞
障がい者の職業能力開発の機会を提供することにより、障がい者の就労促進に図ること
ができた。

②　障がい者委託訓練の実施

＜実績＞
知識技能習得訓練コース（介護職員養成科）定員10名、修了者
数5名、就職率0％
e-ラーニングコース定員2名、修了者数2名、就職率0％
実践能力習得訓練コース13コース開講、修了者数17名、就職率
35.3％

＜実績＞
知識技能習得訓練コース（介護職員養成科）定員10名、修了者数３名、就職率
33％。
e-ラーニングコース定員２名、修了者数２名、就職率0％
実践能力習得訓練コース10コース開講、修了者数12名、就職率66.7％。

＜成果＞
実践能力習得訓練コースについては、障がい者のニーズに合わせた訓
練内容及び訓練期間を設定し、修了者17名のうち6名が就職した。
なお、中途退所者及び未修了者を含めると、受講者19名のうち8名
が就職した。また、知識技能習得訓練コースでは、パソコン基礎習得
科コースを開講し、修了者5名のうち4人がコンピューターサービス技能
評価試験（Word、Excel）を受け、3人が合格できた。

＜成果＞
実践能力習得訓練コースについては、障がい者のニーズに合わせた訓練内容及び訓練
期間を設定し、修了者12名のうち８名が就職した。また、知識技能習得訓練コースで
は、障がい者の求人の多い介護職員養成科コースを開講し、修了者３名全員が介護
職員初任者研修の資格を取得できた。

障がい福祉課 障がい者委託訓練の実
施。

知識技能習得訓練コースは、
少人数の訓練を実施出来る機
関が少なく、開講した場所に
よっては、受講生が集まらない
等の課題がある。また、在宅就
業を目指してe-ラーニングコース
を修了しても、企業の採用活
動の時期が合わずに就職に繋
がるまで数年を要することもあ
る。

引き続き、３つのコースの実施
を継続し、特に就職率の高い
実践能力習得訓練コースに重
点を置いて訓練を実施する。
知識技能習得訓練コースにつ
いては、委託先の新規開拓に
努める。

雇用労働政策
課

就労を目指す知的障がい
者の方を対象とし、教室内
に小売店の模擬店舗を設
け、商品の包装や陳列、
接客に関する基本的な知
識を学ぶほか、清掃業務や
パソコンの基礎等を学び、
できるだけ本人の適性に応
じた職場に就職できるよう
支援している。

入校生確保が課題となってい
る。

特別支援学校への訪問により
高鍋校販売実務科の説明を
行うとともに、各種広報媒体を
活用したＰＲを行う。

障がい福祉課

県外障害者職業能力開
発校で職業訓練を行う宮
崎県出身者への訓練手当
支給。

諸事情により途中退校する方
もいる。
また、専門的な知識を身につけ
て卒業しても、就職に繋がらな
い方がいる。

障がい者の職業能力開発の機
会の提供を継続して就労促進
を図る。
入校にはハローワークの受講指
示を受けるなど一定の要件が
必要であるが、今後さらに入校
者が増えるよう、労働局と連携
しながら、入校者の掘り起こし
に努める。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

③　在宅就労等のためのホームページ作成等の訓練の実施

＜実績＞
７名定員、７名入校、修了者２名、就職者０名。

＜実績＞
７名定員、６名入校、修了者１名、就職者1名。

＜成果＞
インターネット等を活用したホームページ作成技術等を習得し、在宅就
業を希望する重度身体障がい者等のニーズに沿った内容設定が出来
ている。

＜成果＞
インターネット等を活用したホームページ作成技術等を習得し、在宅就業を希望する重
度身体障がい者等のニーズに沿った内容設定が出来ている。

④　アビリンピックの開催

＜実績＞
今年度は新たに「写真撮影」競技を実施し、計10競技/48名の参加
（一般来場者230人）。消防局からの地震体験車も引き続き用意
するとともに防災意識の啓発として県の協力の元、防災に関するパネ
ル展示を行い、参加選手がまた来年も参加したいと思ってもらえるこ
と、一般客も来館いただき障害者を身近に知っていただくことなど、楽し
める雰囲気をつくりながら障害者雇用に結びつくような大会づくりに努め
た。

＜実績＞
今年度は４年ぶりに開会式を開催し、9競技/39名の参加（一般来場者198人）。
今回初めて消防局からの地震体験車なども用意し「お祭り」的な要素を多く取り入れ、
参加選手がまた来年も参加したいと思ってもらえること、一般客も来館いただき障害者を
身近に知っていただくことなど、楽しめる雰囲気をつくりながら障害者雇用に結びつくような
大会づくりに努めた。

＜成果＞
宮崎県特別支援教育課と連携し、新たに近隣商業施設で特別支
援学校による展示・販売をアビリンピックのブースの一つとして誘致。ま
たアンケート結果は「とてもよかった：47％」、「よかった：51％」と高い
満足度を得ることができた。

＜成果＞
宮崎県特別支援教育課と連携し、新たに近隣商業施設で特別支援学校による展示・
販売をアビリンピックのブースの一つとして誘致。またアンケート結果は「とてもよかった：
41％」、「よかった：54％」と高い満足度を得ることができた。

障がい福祉課

障がい者在宅就業支援事
業
通勤が困難な重度身体障
がい者及び精神障がい者
等に対して、在宅での就業
を可能とするインターネット
等を活用したホームページ
作成等の訓練の支援を行
うことにより、在宅障がい者
の就労支援を図る。

ホームページ作成技術習得に
は、高度な知識が必要とな
ることや研修期間が長期で
あることから、途中で退校
する方が多い。また、在宅
ワークが可能な就労先が少
ないことや、就職時に更な
るスキルを求められること
があり、研修終了後すぐに
就労に結びつけることが難
しい。

令和６年度で事業終了。今
後は、希望者に対し、在宅にて
ホームページ作成等を実施して
いる就労継続支援事業所等を
案内し、より実践的な訓練を
実施いただけるよう支援を行っ
ていく。

機構

障害のある方々が、日頃
培った技能を互いに競い合
うことにより、その職業能力
の向上を図るとともに、企
業や社会一般の人々に障
害のある方々に対する理
解と認識を深めてもらい、そ
の雇用の促進を図ることを
目的としてアビリンピックを開
催。

特別支援学校等からの参加選
手の実現。

宮崎県と連携し、特別支援学
校等関係者とアビリンピックの結
びつきを検討する。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑤　関係機関との連携強化（障害者就業・生活支援センター、宮崎障害者職業センター等）

＜実績＞
・訓練修了生1名のジョブコーチ支援実施
・訓練生の就労支援に関するアセスメントについての相談と助言を実
施

＜実績＞
入校生1名に対するジョブコーチ支援の実施。

＜成果＞
訓練生の就労支援の進展。

＜成果＞
ジョブコーチ支援を実施した者の職場適応支援の進展。

⑹非正規雇用労働者の職業能力開発
①　人材開発支援助成金（特別育成訓練コース：旧キャリアアップ助成金（人材育成コース））

＜実績＞
令和6年度　支給決定件数2件（令和4年度以前計画届受理
分）

＜実績＞
支給決定件数18件（令和4年度以前計画届受理分）

＜成果＞
企業内における非正規雇用労働者の職業能力開発促進に効果あ
り。

＜成果＞
企業内における非正規雇用労働者の職業能力開発促進に貢献できている。

②　正社員就職を目指す方への公的職業訓練の実施
ｱ)　委託訓練（長期高度人材育成コース）

＜実績＞
開講コース数：９コース
入校者数：59人（令和６年度開講コース分）
入校者数：49人（令和５年度開講コース分）

＜実績＞
長期高度人材育成コースの開講実績
開講コース数：８コース
入校者数：４９人（令和５年度開講コース分）

＜成果＞
長期高度人材育成コース修了生の正社員就職率：９０．２％
（就職者37人／修了生41人）
※R7.7速報値

＜成果＞
長期高度人材育成コース修了生の正社員就職率：７８．４％

労働局

助成金を活用して企業内
における非正規雇用労働
者の職業能力開発を促
進。

企業内における非正規労働者
の職業能力開発を促進するた
め、今後も助成金の活用が必
要である。

令和5年度より人材開発支援
助成金（人材育成支援コー
ス）に統廃合。
引き続き、助成金を活用して
企業内における非正規雇用労
働者の職業能力開発を促進。

機構

●県立高等技術専門高鍋校
販売実務科との連携
　①入校生に対する職業評
価（重度知的障害者判定含
む）等の実施。
　②就職後の支援としてジョブ
コーチによる支援の活用の提
案。
●県外の障害者職業能力開
発校の入校促進
　特別支援学校における就労
セミナー出席者への周知及び
利用者への個別の情報提
供。
●障がい者委託訓練
　訓練終了後の職場定着に
向けた支援としてジョブコーチに
よる支援の活用にかかる提
案。

・各職業能力開発校及び訓練
制度の利用実績を踏まえて、
関係機関と連携して求職者等
に対するきめ細かいニーズの把
握、特に障害者福祉サービスと
の違いをわかりやすく説明する
等による早い段階からの情報
提供が必要と考える。

・障がいの特性等に応じた多様
な職業能力開発の充実に向け
て、職業能力開発の効果等を
踏まえて、関係機関と連携した
訓練前、訓練後の途切れの無
い支援について個別に計画して
実施する。

雇用労働政策
課

委託訓練に係る長期高度
人材育成コースの設定。

介護福祉士養成科について
は、令和６年度の充足率が８
４％となっている（令和５年
度３６％）。

引き続き訓練コースを設定する
とともに、県広報を用いた周知
を行う。
令和５年度から訓練期間が２
年間の情報処理技術者養成
科を開講しており、引き続き設
定する。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

ｲ)　求職者支援訓練（短期･短時間コース）

＜実績＞
－

＜実績＞
計画数（認定数）　7コース　75人
実施数（開講数）　2コース　30人

＜成果＞
－

＜成果＞
※「今後の方向性」参照。

⑺就職氷河期世代や外国人等特別な支援を要する方への支援
①　特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）

＜実績＞
令和６年度　支給決定件数282件
※令和６年度末をもって当該コースは廃止

＜実績＞
令和５年度　支給決定件数253件

＜成果＞
就職氷河期世代の雇用促進に一定の効果あり。

＜成果＞
就職氷河期世代の雇用促進に貢献できている。

②　みやざき若者サポートステーション【再掲2-⑵-②】

＜実績＞
・新規登録者：206 名
・延べ利用者数：12,285 名
・臨床心理士等による心理カウンセリング　188 件
・就職者数：178 名

＜実績＞
・新規登録者：222 名
・延べ利用者数：11,506 名
・臨床心理士等による心理カウンセリング　252 件
・就職者数：179 名

＜成果＞
利用者のうち、就職者数178名。

＜成果＞
利用者のうち、就職者数179名。

労働局

就職氷河期世代を正規雇
用労働者として雇い入れた
事業主に対して助成を行う
ことで、就職氷河期世代の
雇用機会の創出、促進を
図るもの。

雇い入れた就職氷河期世代の
職場定着

「経済財政運営と改革の基本
方針（骨太の方針）2024」
により、令和７年度以降、就
職氷河期世代を含む中高年
層の支援に取り組むこととなり、
就職氷河期世代安定雇用実
現コースは廃止され、中高年
層安定雇用支援コースが創設
されたところ。
引き続き、事業主へ当該助成
金制度の周知を行い、就職氷
河期世代を含む中高年層の
雇用機会の創出、促進を図
る。

雇用労働政策
課

・相談者の状況に応じた心
理カウンセリングや短期の
就業体験等の実施。
・ネットワーク会議等を通じ
た関係機関の連携による
周知強化や相互誘導。

職場見学及び短期の就業体
験等の受入に協力可能な事
業所のさらなる開拓が課題。

引き続き、リーフレットやSNS等
を活用した周知を行うとともに、
国事業と連携した県内企業等
の理解促進、受入先の開拓を
推進する。

機構 求職者支援訓練における
コース設定を行う。 ※「今後の方向性」参照。

※特例訓練（短期間・短時
間訓練）は、令和５年度末を
もって終了。
　令和６年度は、通常訓練の
仕組みが変更され、短期間・
短時間　の実施も可能となって
いる。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

③　関係機関と連携したサポート体制による支援（構築就職氷河期世代活躍支援プラットフォーム）
＜実績＞
プラットフォームにおいて確認された実績は以下のとおり。
①不安定な就労状態にある方
　ハローワーク紹介による正規雇用者数：2,243人
　就職氷河期世代対象求人（限定・歓迎）の受理件数：3,746件
　就職氷河期世代（35～54歳）の公的職業訓練受講者数：881人
②長期にわたり無業の状態にある方
　サポステの対象である就職氷河期世代（35～49歳）の新規登録者数：
62人
　サポステの対象である就職氷河期世代（35～49歳）のうちサポステの支
援により就労につながった方：58人
③社会参加に向けた支援を必要とする方
　市町村のひきこもり支援担当者や市町村PFの構成員となる可能性のある
方や機関を対象として「市町村ひきこもり支援体制整備サポート事業に関わる
研修会」を開催し、37名が参加。
　「ひきこもり8050問題理解促進セミナー」を開催し、125名の参加。

＜実績＞
プラットフォームにおいて確認された実績は以下のとおり。
①不安定な就労状態にある方
　ハローワーク紹介による正規雇用者数：2,294人
　就職氷河期世代対象求人（限定・歓迎）の受理件数：4,945件
　就職氷河期世代（35～54歳）の公的職業訓練受講者数：932人
②長期にわたり無業の状態にある方
　サポステの対象である就職氷河期世代（35～49歳）の新規登録者数：67人
　サポステの対象である就職氷河期世代（35～49歳）のうちサポステの支援により就労につな
がった方：53人
③社会参加に向けた支援を必要とする方
　市町村のひきこもり支援担当者や市町村PFの構成員となる可能性のある方や機関を対象とし
て「市町村ひきこもり支援体制整備サポート事業に関わる研修会」を開催し、35名が参加。
　「ひきこもり8050問題理解促進セミナー」を開催し、85名の参加。

労働局委託事業として、就職氷河期世代対象求人を出している企業へ意向調査を実施。企
業説明会＆採用面談会を2回実施。メディアツアー・見学ツアーを実施。

＜成果＞
労働局実施の就職氷河期世代職場実習・体験（インターンシップ）がサポス
テからの誘導で活用されるケースが増加。サポステの誘導のみで、7名が実習
体験ののち、就職に繋がっている。（正社員4名、契約社員1名、パート2
名）ハローワーク正社員就職に関しても、氷河期限定・歓迎求人が大幅に減
少しているにも関わらず、正社員就職件数は前年度とほぼ変わらずだった。

＜成果＞
必要に応じてサポステに誘導するなど、求職者の状況に応じた支援や関係機関との連
携が進んでいる。40代～50代の利用者が目立っている。職場体験・実習（インターン
シップ）も活用されており、利用した求職者及び事業所からも「実施して良かった」との声
を貰っている。

＜実績＞
・マッチング会（3回開催）
　延べ参加：35社98名

＜実績＞
・マッチング会（3回開催）
　延べ参加：34社56名

＜成果＞
状況に応じたマッチング支援の実施や相談対応を行うことにより、対象
者の就職決定に繋がった。

＜成果＞
状況に応じたマッチング支援の実施や相談対応を行うことにより、対象者の就職決定に
繋がった。

労働局

労働局と県は、県内の就職氷
河期世代の支援に社会全体
で取り組む気運を醸成するとと
もに、支援対策をとりまとめ進
捗管理等を統括する目的とし
て、令和2年8月28日「みやざ
き就職氷河期世代活躍支援
プラットフォーム」を設置し、令
和4年度までの3年間で築い
てきたものを「第一ステージ」と
位置づけ、令和5年度からの2
年間を「第一ステージ」を発展
させる「第二ステージ」とし、事
業実施計画に基づく取組を展
開した。
また労働局では、ハローワーク
宮崎に設置した就職氷河期
世代専門窓口をはじめとした
全てのハローワークにおいて、
就職氷河期世代職場体験・
実習（インターンシップ）等の
就職支援を提供している。

就職氷河期インターンシップが軌道
に乗ってきたときに令和６年度で終
了となり、企業と接触する機会が
減少することを懸念しているが、サ
ポステより氷河期インターンに関わ
らず、見学などを快く受け入れてく
れている企業は多数あるとのこと
で、インターンがいいきっかけになりこ
の傾向が続くことを期待している。

氷河期世代プラットフォームの5年
間で就職氷河期世代のハローワー
ク紹介による就職件数は1万弱で
あった。「2024骨太の方針」にて
今後引き続き、切れ間ない支援と
して中高年層にまで年齢層を拡大
して支援することが決定しているた
め、氷河期プラットフォームからの支
援を継続していく。

雇用労働政策
課

就職氷河期世代の就職
促進のための支援として、
労働局や市町村、経済団
体、当事者団体等と連携
しながら、支援対象者の個
別相談やマッチング会等を
実施。

就職氷河期世代に限らない共
通の課題を抱える幅広い世代
に対して、個人の状況に寄り
添った一体的な支援が必要。

引き続き、マッチング機会の提
供を実施するとともに、より丁寧
に個人の状況に合わせた支援
として「eラーニング講座」「業界
理解セミナー」「企業見学バス
ツアー」を一体的に実施すること
で、支援対象者の就労につな
げる。
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基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

＜実績＞
福祉のしごと就職フェア（県内全域：宮崎市開催）202人参加
福祉の仕事就職フェア（日向・小林地区開催）合計56人参加

＜実績＞
福祉のしごと就職フェア（夏）　台風のため中止
福祉の仕事就職フェア（秋）　　９６名

＜成果＞
求職者と求人事業所の対面による出会いの場を提供することで、求
職者の福祉・介護の職場への就労機会の拡大を図った。また、県内
福祉関連法人の紹介情報ページを特設サイトに掲載することで、県
内福祉分野における魅力の発信及び人材確保に寄与した。

＜成果＞
求職者と求人事業所の対面による出会いの場を提供することで、求職者の福
祉・介護の職場への就労機会の拡大を図った。また、県内福祉関連法人の紹
介情報ページを特設サイトに掲載することで、県内福祉分野における魅力の発
信及び人材確保に寄与した。

④　外国人雇用に関するセミナー等の実施

＜実績＞
・セミナー（2回開催）
　参加数：32社82名

＜実績＞
・セミナー（2回開催）
　参加数：37社69名

＜成果＞
県内企業の在留資格等採用に必要な知識の提供や、雇用環境整
備や外国人との共生等に関する理解を促進することができた。

＜成果＞
県内企業の在留資格等採用に必要な知識の提供や、雇用環境整備や外国人との共
生等に関する理解を促進することができた。

⑤　外国人労働者が働きやすい職場づくりの推進

＜実績＞
1社（株式会社クリエイト）

＜実績＞
1社（社会福祉法人えびの明友会）

＜成果＞
外国人労働者が働きやすい職場づくりを推進できている。

＜成果＞
外国人労働者が働きやすい職場づくりを推進できている。

雇用労働政策
課

働きやすい職場「ひなたの
極」認証制度における外国
人雇用企業等の優良事
例（R4.10.1～）の発信

外国人雇用企業等の優良事
例の認知度が不足している。

引き続き「ひなたの極」普及推
進員との連携による普及啓発
や広報強化事業によるSNS等
での周知・広報を行い、制度の
認知度向上を図る。

福祉保健課 福祉のしごと就職フェアの
開催

地域別等での開催を検討する
ことで、求職者と事業所とがマッ
チングしやすい環境づくりをす
る。

参加した学生や求職者の声
や、事業所の方の意見に寄り
添い、より良い機会になるよう
開催方法等の見直しを行って
いく。

雇用労働政策
課

・セミナー：外国人材の雇
用を考える県内企業を対
象に、留学生受入の基礎
的知識の習得と、採用成
功のポイント、雇用環境整
備、外国人材との共生等
を伝えるセミナーを実施。

引き続き制度や人権等に関す
る情報提供や啓発を行い、県
内企業の外国人材受入体制
整備を促進する。

より多くの企業に関心を持って
もらえるよう、分野別の開催や
団体単位での出張勉強会等、
企業の都合に合わせて実施す
る。
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基本的施策３　本県のものづくり産業を支える技能者の確保・育成、技能の振興

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑴若年技能者の育成推進及び高度技能者の確保
①　技能まつりの実施

＜実績＞
令和６年10月５日～令和６年10月６日にかけてイオンモール宮崎
にて開催。
ものづくり体験者：2,514人

＜実績＞
令和５年10月21日～令和５年10月22日にかけてイオンモール宮崎にて開催。
ものづくり体験者：1,579人

＜成果＞
令和６年度体験者総数　2,514名
（うち一般体験者　1,191名　小中学生体験者　1,323名）

＜成果＞
令和５年度体験者総数　1,579名
（うち一般体験者　980名　小中学生体験者　599名）

②　小中高校等での熟練技能者によるものづくり体験、技術指導等の実施
ｱ)　匠の技講話・体験教室（小中学生への講話･体験活動）【再掲2-⑴-③】

＜実績＞
令和６年度実施件数　33件

＜実績＞
令和５年度実施件数　32件

＜成果＞
令和６年度参加生徒数　683名
令和６年度参加技能士数　124名

＜成果＞
令和５年度参加生徒数　551名
令和５年度参加技能士数　99名

ｲ)　担い手育成促進事業（高校・大学生への熟練技能士による技術指導）【再掲2-⑴-③】

＜実績＞
令和６年度実施件数　11件

＜実績＞
令和５年度実施件数　11件

＜成果＞
令和６年度参加生徒数　308名
令和６年度参加技能士数　74名

＜成果＞
令和５年度参加生徒数　343名
令和５年度参加技能士数　59名

雇用労働政策
課

若年技能士確保のため工
業高校等へ熟練技能士を
派遣し、実技指導及び指
導内容に係る事業所等の
現場見学を実施している。

各学校への周知・広報等の働
きかけの実施。

県内の学校へ実技指導等を
継続して行い、若年技能者の
確保・育成を図る。

協会、雇用労働
政策課

技能の重要性や魅力など
イメージアップにつながる情
報の積極的な発信。

より多くの県民の方に、技能の
重要性や魅力を発信していく
必要がある。

引き続き積極的な情報発信を
行い、技能振興の気運醸成を
図る。

雇用労働政策
課

小中学生を対象に熟練技
能士による、職業講話・も
のづくり体験の実施。

大規模校など、予算の制約に
より実施出来ない学校があっ
た。

県内の学校へ体験教室等を
継続して行い、技能振興の気
運醸成を図る。
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基本的施策３　本県のものづくり産業を支える技能者の確保・育成、技能の振興

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

ｳ)　若年技能者人材育成支援等事業（ＩＴ技術者派遣によるロボットプログラミング授業等）【再掲2-⑴-③】
＜実績＞
高校等　実施件数：25件　指導日数:111日　実受講者数:406
名　延べ受講者数:1013名
小中学校　実施件数:39件　体験者数:2,037名

＜実績＞
高校等　実施件数：20件　指導日数:90日　実受講者数:208名　延べ受講者
数:715名
小中学校　実施件数:42件　体験者数:2,551名

＜成果＞
高校等への派遣実績は、前年度より増加した。
小中学校への派遣は、前年度と同程度の件数を実施した。

＜成果＞
高校等への派遣実績は、前年度より大幅に増加した。
小中学校への派遣を実施した。

＜実績＞
【ポリテク宮崎】
①ペンケース、LEDランタン、オルゴール
②缶バッジ制作
【ポリテク延岡】
①ﾊﾝﾄﾞｽﾋﾟﾅｰ製作、ｶﾞﾗｽにﾃﾞｻﾞｲﾝ製作、壁掛け時計製作、ちょきん
箱製作
②ﾊﾝﾄﾞｽﾋﾟﾅｰ製作、ｶﾞﾗｽにﾃﾞｻﾞｲﾝ製作、空気圧機器体験

＜実績＞
【ポリテク宮崎】
①ペンケース、風鈴、はこラジ
②缶バッジ制作
【ポリテク延岡】
①機械機器製作、金属加工製作、木工製作、電子機器製作
②木工製作、電子機器製作

＜成果＞
【ポリテク宮崎】
①６６組が参加
②１５８名が参加
【ポリテク延岡】
①３７組の親子参加
②５０人

＜成果＞
【ポリテク宮崎】
①３９組が参加
②２４名が参加
【ポリテク延岡】
①３１組の親子参加
②２０人

③　技能五輪や若年者ものづくり競技大会等への派遣支援

＜実績＞
若年者ものづくり競技大会参加実績　２職種２名
技能五輪全国大会参加実績　５職種１０名
技能グランプリ参加実績　隔年開催のため開催なし

＜実績＞
若年者ものづくり競技大会参加実績　３職種４名
技能五輪全国大会参加実績　１０職種１２名
技能グランプリ参加実績　６職種６名

＜成果＞
若年者ものづくり競技大会入賞者　敢闘賞１名（電気工事）
技能五輪全国大会入賞者　銀賞１名（配管）、敢闘賞１名（レ
ストランサービス）
技能グランプリ入賞者　隔年開催のため開催なし

＜成果＞
若年者ものづくり競技大会入賞者　敢闘賞３名（電工、建築大工、ウェブデザイン）
技能五輪全国大会入賞者　銅賞２名（洋裁、とび）
技能グランプリ入賞者　金賞１名（染色補正）

協会、雇用労働
政策課

・技能五輪全国大会県予
選会の実施。
・技能五輪全国大会、若
年者ものづくり競技大会及
び技能グランプリへの参加
支援の実施。
・技能五輪等の競技大会
への派遣支援や選手激励
式の開催。

技能競技大会について、県民
に広く周知していく必要がある。
出場選手及び出場職種を増
やす。
（技能グランプリは隔年開
催）

ホームページ等を利用し、大会
に関する周知を強化していく。

協会

ものづくりマイスター活用事
業の実施。
高等学校以上の学校での
実技指導、小中学校での
ものづくり体験への派遣を
実施。

小中学校でのものづくり体験教
室は、各校からの実施希望が
多くすべてに応えることができな
いため、実施校の選定に注意
を要する。

実施を継続的に推進し、事業
効果を高めていく。

機構

【ポリテク宮崎】
①親子ものづくり体験教室
②技能まつりへの参加
【ポリテク延岡】
①ものづくり体験教室
②日向技能まつり

開催時期 制作物及び開催時期を引き続
き検討する。
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基本的施策３　本県のものづくり産業を支える技能者の確保・育成、技能の振興

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

④　業界ニーズを踏まえた認定職業訓練への支援、在職者訓練の実施
ｱ)　認定職業訓練への支援【再掲1-⑶-③】

認定職業訓練助成事業費補助金38,588千円（令和６年度実

績）

＜実績＞
認定職業訓練助成事業費補助金35,248千円（令和5年度実績）

令和６年度

普通課程、16訓練科が実施され、73人の受講者があった。ま
た、短期課程、33コースが実施され489人の受講者があっ
た。

＜成果＞
普通課程、15訓練科が実施され、71人の受講者があった。また、短期課程、37コース
が実施され419人の受講者があった。

ｲ)　在職者訓練の実施（県立技術専門校）【再掲1-⑶-③】

＜実績＞受講者37名／45名定員
・クレーン運転の業務に係る特別教育　11名（定員10名）
・第２種電気工事士試験（実技試験）の技能講座（前期、後期）　前
期11名・後期3名（定員各10名）
・第１種電気工事士試験（実技試験）の技能講座　7名（定員10名）
・１級、２級建築配管技能士試験（実技試験）の技能講座　５名（定
員5名）

＜実績＞受講者41名／45名定員
・クレーン運転の業務に係る特別教育　9名（定員10名）
・第２種電気工事士試験（実技試験）の技能講座（前期、後期）　前期8名・後
期12名（定員各10名）
・第１種電気工事士試験（実技試験）の技能講座　10名（定員10名）
・１級、２級建築配管技能士試験（実技試験）の技能講座　2名（定員5名）

＜成果＞
県内ものづくり産業界の人材育成に貢献できている。

＜成果＞
県内ものづくり産業界の人材育成に貢献できている。

ｳ)　在職者訓練の実施（機構）【再掲1-⑶-③】
＜実績＞
【令和６年度実績（ポリテク宮崎）】
　受講者数254人、受講者満足度99.6％、事業主生産性向上度
94.8％※
【令和６年度実績（ポリテク延岡）】
　受講者数201人、受講者満足度100％、事業主生産性向上度
97.5％※　　※第３四半期末実績

＜実績＞
【令和５年度実績（ポリテク宮崎）】
　受講者数252人、受講者満足度96.7％、事業主生産性向上度99.2％
【令和５年度実績（ポリテク延岡）】
　受講者数216人、受講者満足度100％、事業主生産性向上度100％

＜成果＞
・事業主の人材育成に寄与
・R5年度に開発し、企画した人材育成・能力開発に係る訓練コース
を実施（ポリテク延岡）

＜成果＞
【在職者訓練（オーダーメイド）の展開】
・事業主の人材育成に寄与
【延岡機械・電気分野人材育成研究会】
・事業主団体におけるアンケート調査結果から人材育成に係る具体的な技術分野の要
素を把握した結果、機械・溶接・電気分野にかかる訓練コースを令和６年度実施に向
けて開発。

雇用労働政策
課

年度当初に運営会議を実
施し、業界のニーズを把握
するとともに、在職者訓練
終了後、受講者アンケート
を実施し、翌年度以降の
在職者訓練へ反映させて
いる。

受講率が低迷している講座が
あり、日程や内容の検討が必
要。

専門校ＨＰなどで広報に努め
るとともに、企業・業界のニーズ
に即したコース設定を行う。

機構

・企業ニーズに基づいたレ
ディメイド及びオーダーメイド
の能力開発セミナーの実施
・在職者訓練受講者及び
受講者の所属する事業主
へのアンケート調査
・R5年度に開発した人材
育成・能力開発に係る訓
練コースを企画（ポリテク
延岡）

継続的かつ体系的なコース開
発が必要であること。

継続的かつ体系的なコースを
開発し、設定すること。

雇用労働政策
課

事業主等が職業能力開
発促進法第２４条第１
項に定める認定職業訓練
を行う場合に、運営費等の
一部を助成する。

訓練生の減少傾向。各認定
校とも、人手不足による訓練生
の確保に苦慮している。

事業所や労働者のニーズに応
じた訓練のあり方等について、
団体長会議や事務指導をを通
して、引き続き検討をしていく。
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基本的施策３　本県のものづくり産業を支える技能者の確保・育成、技能の振興

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑵技能検定制度の普及促進
①　外国人も含めた技能検定受検者の確保

＜実績＞
【令和6年度受検者数】
宮崎県職業能力開発協会実施分（定期試験）1,325人
指定試験機関実施分のうち機会保全職種　228人
【参考】随時試験（外国人　職業能力開発協会実施） 1,090人

＜実績＞
【令和5年度受検者数】
宮崎県職業能力開発協会実施分（定期試験）1,282人
指定試験機関実施分のうち機会保全職種　218人
【参考】随時試験（外国人　職業能力開発協会実施）　1,012人

＜成果＞
【令和6年度合格者数】
宮崎県職業能力開発協会実施分（定期試験）648人（県外在
住者を含む:691人）
指定試験機関実施分のうち機会保全職種　120人
県内合格者数　　計　768人
【参考】随時試験（外国人　職業能力開発協会実施）655人

【技能検定実技試験受検手数料助成制度に係る補助金支給者
数】
宮崎県職業能力開発協会実施分（定期試験）　601人
民間指定機関実施分　61人

＜成果＞
【令和5年度合格者数】
宮崎県職業能力開発協会実施分（定期試験）　625人（県外在住者を含
む:657人）
指定試験機関実施分のうち機会保全職種　125人
県内合格者数　　計　750人
【参考】随時試験（外国人　職業能力開発協会実施）　666人

【技能検定実技試験受検手数料助成制度に係る補助金支給者数】
宮崎県職業能力開発協会実施分（定期試験）　344人
民間指定機関実施分　 30人

②　協会、技能士会と連携した、技能検定に関する情報発信

＜実績＞
技能競技大会出場選手激励式及び入賞者知事表敬の実施。

＜実績＞
技能競技大会出場選手激励式及び入賞者副知事表敬の実施。

＜成果＞
技能競技大会に係る激励式や大会結果のプレスリリースを行う事で、
県民に広く技能の素晴らしさを発信することができた。

＜成果＞
技能競技大会に係る激励式や大会結果のプレスリリースを行う事で、県民に広く技能
の素晴らしさを発信することができた。

協会、雇用労働
政策課

広報誌「能力開発みやざ
き」の発行。
職業能力開発に関する最
新の情報と協会事業のＰ
Ｒのため年2回発行。

各技能競技大会について県民
に広く周知していく必要がある。

引き続き、各競技大会に係る
行事のプレスリリースなどを行う
ことで県民への周知を行う。

協会、雇用労働
政策課

・実施職種（作業）の検
討。
・まだ技能検定を受検して
いない企業への周知広報
活動。
・工業高校、農業高校等
に対する受検勧奨活動。
・技能検定実技試験受検
手数料助成制度の創設。

日本人の受検者は近年減少
傾向にあるため、受検者の確
保のために検定実施職種の見
直しや受検者の掘り起こしが必
要である。
技能実習生を対象とした随時
試験は、制度変更の状況を注
視する必要がある。

技能検定の実施職種につい
て、職業能力開発協会と協議
の上、地域ニーズにあった検定
職種の実施に取り組むととも
に、事業周知を拡大する。
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基本的施策３　本県のものづくり産業を支える技能者の確保・育成、技能の振興

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑶技能者の社会的地位の向上と技能尊重気運の醸成
①　技能関連の表彰制度（知事表彰等）

＜実績＞
【令和6年度】
日　時：令和6年12月17日
場　所:宮崎観光ﾎﾃﾙ
参加者：約100名（厚労大臣表彰2名、中央協会表彰3名、知
事表彰26名、県協会表彰42名）

＜実績＞
【令和5年度】
日　時：令和5年12月21日
場　所:宮崎観光ﾎﾃﾙ
参加者：約100名（叙勲褒賞1名、現代の名工1名、厚労大臣表彰1名、中央協
会表彰3名、知事表彰13名、県協会表彰44名）

＜成果＞
12月に表彰式を実施し、技能振興の気運醸成につながった。

＜成果＞
12月に表彰式を実施し、技能振興の気運醸成につながった。

②　技能まつりの実施【再掲3-⑴-①】

＜実績＞
令和６年10月５日～令和６年10月６日にかけてイオンモール宮崎
にて開催。
ものづくり体験者：2,514人

＜実績＞
令和５年10月21日～令和５年10月22日にかけてイオンモール宮崎にて開催。
ものづくり体験者：1,579人

＜成果＞
令和６年度体験者総数　2,514名
（うち一般体験者　1,191名　小中学生体験者　1,323名）

＜成果＞
令和５年度体験者総数　1,579名
（うち一般体験者　980名　小中学生体験者　599名）

③　労働局や機構及び協会と連携した、技能に関する情報共有、情報発信（技能五輪上位入賞者などの紹介）

＜実績＞
技能競技大会出場選手激励式及び入賞者知事表敬の実施。

＜実績＞
技能競技大会出場選手激励式及び入賞者副知事表敬の実施。

＜成果＞
技能競技大会に係る激励式や大会結果のプレスリリースを行う事で、
県民に広く技能の素晴らしさを発信することができた。

＜成果＞
技能競技大会に係る激励式や大会結果のプレスリリースを行う事で、県民に広く技能
の素晴らしさを発信することができた。

協会、雇用労働
政策課

技能五輪激励式の開催
及び入賞者の知事表敬実
施し、機運醸成を図る。

各技能競技大会について県民
に広く周知していく必要がある。

引き続き、各競技大会に係る
行事のプレスリリースなどを行う
ことで県民への周知を行う。

協会、雇用労働
政策課

協会：叙勲褒賞、中央協
会表彰、県協会表彰
雇用労働政策課：知事
表彰、大臣表彰を行ってい
る。
また、これらの表彰式を12
月に開催している。

推薦元が例年同じであり、業
種が固定される傾向がある。

表彰対象者の掘り起こしのた
め、これまで推薦依頼をしてい
なかった機関にも推薦依頼する
ことを検討していく。

協会、雇用労働
政策課

技能の重要性や魅力など
イメージアップにつながる情
報の積極的な発信。

より多くの県民の方に、技能の
重要性や魅力を発信していく
必要がある。

引き続き積極的な情報発信を
行い、技能振興の気運醸成を
図る。
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基本的施策４　県立産業技術専門校の機能強化

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑴地域の産業構造、企業ニーズに対応した訓練内容の充実強化
①　専門校運営会議等による業界との意見交換を踏まえた施設内訓練、在職者訓練の内容検証

＜実績＞
開催1回。参加業界：建築業協会、県鉄構工業会、県電気工事
業工業組合、県管工事協同組合連合会

＜実績＞
開催２回。参加業界：建築業協会、県鉄構工業会、県電気工事業工業組合、県
管工事協同組合連合会

＜成果＞
県内の関係業界との意見交換により、ニーズの把握等ができた。

＜成果＞
県内の関係業界との意見交換により、ニーズの把握等ができた。

②　受講者アンケートを踏まえた在職者訓練の検証

＜実績＞
・クレーン運転の業務に係る特別教育（５ｔ未満）11名（定員１
０名）
・第２種電気工事士実技対策講座（上期、下期）上期11名、下
期3名（定員各１０名）
・第１種電気工事士試験実技対策講座　7名（定員１０名）
・１級、２級建築配管技能士試験（技能検定）の技能講座　5名
（定員５名）
計37名

＜実績＞
・クレーン運転の業務に係る特別教育（５ｔ未満）　９名（定員１０名）
・第２種電気工事士実技対策講座（上期、下期）　上期８名、下期１２名（定
員各１０名）
・第１種電気工事士試験実技対策講座　１０名（定員１０名）
・１級、２級建築配管技能士試験（技能検定）の技能講座　２名（定員５名）
計41名

＜成果＞
県内ものづくり産業の人材育成に貢献できている。

＜成果＞
県内ものづくり産業の人材育成に貢献できている。

⑵訓練生確保のための積極的な情報発信
①　パンフレット、SNS、県広報媒体等を活用した情報発信

＜実績＞
・オープンキャンパス（テレビ（県政番組）、ラジオ（３回）、新聞
（県政けいじばん）、県HP、専門校HP、広報誌（労働みやざ
き））
・入校試験（テレビ（県政番組）、ラジオ（６回）、新聞（県政け
いじばん５回）、県HP、専門校HP、広報誌（労働みやざき２
回））
・宮崎進路ガイド
・包括連携協定を利用したポスター掲示

＜実績＞
・オープンキャンパス（ラジオ、県HP、専門校HP、広報誌（労働みやざき））
・入校試験（テレビ（県政番組）、ラジオ（２回）、新聞（県政けいじばん４回）、
広報誌（労働みやざき２回））
・学級活動副読本「中学生と進路」

＜成果＞
専門校、同高鍋校のＰＲにより、訓練生確保へつながっている。

＜成果＞
専門校、同高鍋校のＰＲにより、訓練生確保へつながっている。

雇用労働政策
課
県立産業技術
専門校

在職者訓練終了後、受講
者アンケートを実施し、翌
年度以降の在職者訓練へ
反映させている。

受講率が低迷している講座が
あり、日程や内容の検討が必
要。

専門校ＨＰなどで広報に努め
るとともに、企業・業界のニーズ
に即したコース設定を行う。

雇用労働政策
課
県立産業技術
専門校

県立産業技術専門校、同
高鍋校の訓練生確保のた
め、パンフレット、SNS、県
広報媒体等を活用した情
報発信を実施。

情報発信の機会の確保に加
え、進路指導担当教師や学生
の親にうまく伝わる情報発信が
必要。

広報媒体の特性を活かした効
果的な情報発信を実施する。

雇用労働政策
課
県立産業技術
専門校

専門校運営協議会にて業
界との意見交換を実施し、
業界のニーズを把握すると
ともに、施設内訓練、在職
者訓練への反映を目指
す。

専門校の訓練カリキュラムの都
合上、実現の難しい要望もあ
る。

引き続き、関係業界との意見
交換により、業界のニーズを把
握するとともに、可能な限り施
設内訓練や在職者訓練へ反
映していく。
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基本的施策４　県立産業技術専門校の機能強化

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

②　オープンキャンパス等の内容の充実・強化

・専門校は、オープンキャンパス２回、個別見学会を随時実施し、

延べ生徒６１名、保護者６４名、計１２５名が参加
・高鍋校は、オープンキャンパス１回実施、延べ生徒１９
名、保護者２４名、計４３名が参加
・オープンキャンパス広報（テレビ、ラジオ、新聞、県HP、
専門校HP、広報誌（労働みやざき））

＜実績＞
・専門校は、オープンキャンパス２回、個別見学を随時実施し、延べ生徒５９名、保
護者６０名、計１１９名が参加
・高鍋校は、オープンキャンパス１回実施、延べ生徒１９名、保護者２４名、計４３
名が参加
・オープンキャンパス広報（ラジオ、専門校HP、広報誌（労働みやざき））

＜成果＞
専門校、同高鍋校のＰＲにより、訓練生確保へつながっている。

＜成果＞
専門校、同高鍋校のＰＲにより、訓練生確保へつながっている。

③　高等学校、職業安定所等に対する定期的な訪問活動

＜実績＞
①高校訪問　５６校訪問、職業安定所訪問（５，８，１０，１
２月の４回実施）
②高校での進路ガイダンスへの参加　延べ１５回実施
③雇用保険受給者説明会、専門校説明会へ参加し、専門校の紹
介、一般入試募集について説明（高鍋１０回、宮崎１６回）

＜実績＞
①高校訪問　５２校訪問、職業安定所訪問（５，８，１１月の３回実
施）
②高校での進路ガイダンスへの参加　延べ２２回実施
③雇用保険受給者説明会へ参加し、一般入試３次募集について説明（高
鍋６回、宮崎５回）

＜成果＞
専門校のＰＲにより、訓練生確保へつながっている。

＜成果＞
専門校のＰＲにより、訓練生確保へつながっている。

⑶指導体制の強化
①　訓練指導員の計画的な確保・育成

＜実績＞
令和６年度　採用なし
職業能力開発大学校研修（９コース、９名）

＜実績＞
令和５年度　１名採用（電気科）
職業能力開発大学校研修（６コース、９名）

＜成果＞
職業大等で行われた研修により、指導員の育成を行うことができた。

＜成果＞
職業大等で行われた研修により、指導員の育成を行うことができた。

雇用労働政策
課
県立産業技術
専門校

県立産業技術専門校で
訓練生を指導する職業訓
練指導員の確保を図るとと
もに、職業能力開発大で
の研修を通じて育成を図
る。

職業訓練指導員の確保に苦
慮している。

職業訓練指導員の確保は、全
国的に厳しい状況であり、今後
も計画的に採用を図る必要が
ある。
職業能力開発大の研修の積
極的受講により、指導員の育
成を図る。

雇用労働政策
課
県立産業技術
専門校

オープンキャンパスの実施に
より、生徒、保護者へのPR
を行う。

オープンキャンパス参加者を増
加させ、入校希望へつなげる。

オープンキャンパスの参加者を
入校希望者につながるよう、内
容の充実・強化をさらに図る。

雇用労働政策
課
県立産業技術
専門校

①高校訪問
②高校での進路ガイダンス
への参加
③雇用保険受給者説明
会、専門校説明会へ参加

高校の進路アドバイザーの方
で、専門校の存在を知らなかっ
た方がいたため、生徒だけでな
く、教員や生徒周辺の大人に
より周知していく必要がある。

引き続き定期的な訪問活動を
実施し、高校生や離職者への
情報発信を続けていく。
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基本的施策５　職業能力開発推進・情報発信のための関係機関との連携強化

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

⑴国、機構及び民間教育訓練機関等との連携・役割分担による地域ニーズの把握、訓練計画の策定、情報発信
①　雇用対策協定や地域訓練協議会など労働局、機構、その他関係機関等と連携した情報共有、情報発信

＜実績＞
年３回実施される地域職業能力開発促進協議会において、県内の
公的職業訓練の運営計画の策定や実施訓練の効果検証の方針等
について協議を行い、議事概要を労働局ＨＰにて公表した。
また、県・機構・局の担当者で構成されるWG会議において、協議会
議題等に関する協議・検討、資料作成等を行った。

＜実績＞
年２回実施される地域職業能力開発促進協議会において、県内の公的職業訓練の
運営計画の策定や実施訓練の効果検証の方針等について協議を行い、議事概要を
労働局ＨＰにて公表した。
また、県・機構・局の担当者で構成されるWG会議において、協議会議題等に関する協
議・検討、資料作成等を行った。

＜成果＞
WG会議にて情報共有が図られたことに加え、協議会において関係団
体から意見を伺い、令和７年度計画を策定することができた。

＜成果＞
WG会議にて情報共有が図られたことに加え、協議会において関係団体から意見を伺
い、令和６年度計画を策定することができた。

＜実績＞
（R6実績）雇用対策協定運営協議会　１回実施
（参加：労働局、障がい福祉課、雇用労働政策課、生活・協働・
男女参画課）

＜実績＞
（R5実績）雇用対策協定運営協議会　１回実施（書面）
（参加：労働局、障がい福祉課、雇用労働政策課、生活・協働・男女参画課）

＜成果＞
当年度の成果を振り返るとともに、今後も労働局・県で連携して雇用
施策に取り組んでいくことを確認した。

＜成果＞
当年度の成果を振り返るとともに、今後も労働局・県で連携して雇用施策に取り組んで
いくことを確認した。

＜実績＞
（R6実績）宮崎県社会福祉協議会福祉人材・研修事業運営委
員会　1回開催

＜実績＞
（R5実績）宮崎県社会福祉協議会福祉人材・研修事業運営委員会　１回開催

＜成果＞
福祉人材確保のために取り組む福祉人材センター事業や社会福祉
研修センター事業の適切かつ効率的な運営を図るため、関係機関と
情報共有や意見交換ができた。

＜成果＞
福祉人材確保のために取り組む福祉人材センター事業や社会福祉研修センター事業
の適切かつ効率的な運営を図るため、関係機関と情報共有や意見交換ができた。

福祉保健課
宮崎県社会福祉協議会
福祉人材・研修事業運営
委員会の実施。

関係機関との情報共有・意見
交換のため、継続して開催して
いく必要がある。

今後とも、社会福祉施設・関
係団体、職能団体、労働行政
等、外部からの様々な意見を
取り入れ、福祉人材確保のた
め適切かつ効率的な運営を図
りたい。

労働局、機構、
雇用労働政策
課

地域職業能力開発促進
協議会の開催（県と共催
／年２回）
ワーキンググループ会議
（以下「WG会議」と表
示）開催（県・局・機構
担当者により構成。令和
６年度は全５回開催）

デジタル分野や人手不足分野
での人材育成をはじめ、効果
的な職業訓練を構築するため
の検証や結果のフィードバックに
よる改善が必要。また、リスキリ
ングの重要性が高まる中で、対
応策の検討も課題。

各課題について、地域ニーズを
反映させたうえで、効果的な職
業訓練計画の策定と利用促
進の取組を展開。

雇用労働政策
課

県内における雇用に関する
課題を共有し一体的かつ
総合的な雇用施策を実施
することを目的に県の関係
課と労働局からなる「雇用
対策協定運営協議会」を
実施し、当年度の事業実
績の評価と翌年度の計画
を策定した。

特になし
今後とも双方で連携しながら一
体的かつ総合的な雇用施策を
実施する。
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基本的施策５　職業能力開発推進・情報発信のための関係機関との連携強化

担当課 主な取組内容 主な実績・成果（R6) 課題 今後の方向性 （参考）主な実績・成果（R5)

②　関係機関と連携したサポート体制による支援（構築就職氷河期世代活躍支援プラットフォーム）【再掲2-⑺-③】

＜実績＞
福祉のしごと就職フェア（県内全域：宮崎市開催）202人参加
福祉の仕事就職フェア（日向・小林地区開催）合計56人参加

＜実績＞
福祉のしごと就職フェア（夏）　台風のため中止
福祉の仕事就職フェア（秋）　　９６名

＜成果＞
求職者と求人事業所の対面による出会いの場を提供することで、求
職者の福祉・介護の職場への就労機会の拡大を図った。また、県内
福祉関連法人の紹介情報ページを特設サイトに掲載することで、県
内福祉分野における魅力の発信及び人材確保に寄与した。

＜成果＞
求職者と求人事業所の対面による出会いの場を提供することで、求職者の福
祉・介護の職場への就労機会の拡大を図った。また、県内福祉関連法人の紹
介情報ページを特設サイトに掲載することで、県内福祉分野における魅力の発
信及び人材確保に寄与した。

③　大学等の教育機関や民間教育訓練機関等との連携による人材育成の推進等

＜実績＞
令和６年度実績　１８件（認定プログラム４件を含む）
※認定プログラム：経済団体、金融機関等が実施する人材育成プロ
グラム。

＜実績＞
令和５年度実績　１９件（認定プログラム４件を含む）
※認定プログラム：経済団体、金融機関等が実施する人材育成プログラム。

＜成果＞
先進的な研修や、研修による他業種との交流の創出等により、県内
の産業人材育成が図れている。

＜成果＞
先進的な研修や、研修による他業種との交流の創出等により、県内の産業人材育成
が図れている。

福祉保健課 福祉のしごと就職フェアの
開催

地域別等での開催を検討する
ことで、求職者と事業所とがマッ
チングしやすい環境づくりをす
る。

参加した学生や求職者の声
や、事業所の方の意見に寄り
添い、より良い機会になるよう
開催方法等の見直しを行って
いく。

産業政策課
みやざきビジネスアカデミー
（ひなたＭＢＡ）の実施
による人材育成の推進。

事業継続・改善のための効果
測定や、産業界における課題
や企業ニーズを捉えた新たなプ
ログラムの提供を続けていく必
要がある。

プログラム実施の継続のため、
関係機関との連携強化、新規
受講者層の開拓。
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関連施策の令和６年度実績（2課室4事業）

基本的施策１　デジタル変革の進展など急速な産業構造や社会環境の変化に柔軟に対応し、更なる生産性向上に資する職業能力開発及びキャリア形成の推進

具体的施策
(2)人手不足が見込まれる分野への

円滑な労働移動に繋がる職業能力開発の推進
⑷労働者の自律的・主体的なキャリア形成の支援

施策の展開
（大）

④　各産業における人材確保に係る取組への支援
④　【事業所向け】仕事と生活の両立に向けた

職場環境改善に取り組む企業の認証

施策の展開
（小）

ｲ)　福祉・介護職員向けの基礎的な研修などの実施 ｱ)　仕事と生活の両立に向けた職場環境改善支援

所属名 長寿介護課 生活・協働・男女参画課女性活躍推進室

主な取組内容
【介護に関する入門的研修】
介護未経験者等が介護に関する基本的な知識を身につけるととも
に、介護の基本的な技術を学べる研修を実施。

「みやざき女性の活躍推進会議」において、女性活躍に係る意識改
革等を図る研修会や、女性管理職やその候補者を育成する女性リー
ダー育成塾を実施。

主な実績
修了者：109名　就労ガイダンス受講者:46名

福祉人材センター登録者：11名
研修会参加：182名、女性リーダー育成塾受講：31名

成果
県内7地区とオンラインで研修を実施したことで、県内各地で受講す
ることができ、介護を学び介護現場への参入につなげることができ
た。

研修会等を通じて、女性活躍に係る意識改革や職場環境整備の必要
性への理解促進を図った。

課題
修了者の多くが家族介護を学ぶために受講しており、就労につなが
りづらい。

「みやざき女性の活躍推進会議」やその取組の認知度向上、会員企
業の増加、各企業における女性活躍に係る取組の推進・深化。企業
の経営者や管理者に対する女性活躍に係る意識改革。

今後の方向性
引き続き研修を実施するとともに、福祉人材センターと連携して就
労につながるような取組を行う。

引き続き「みやざき女性の活躍推進会議」において、経営者や管理
職、女性管理職やその候補者など、階層に応じた研修会等の取組の
充実を図る。

基本的施策２　人口減少・生産年齢人口減少を踏まえた全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発の推進

具体的施策 (1)教育現場における地域産業界や関連機関と連携したキャリア教育の推進

施策の展開
（大）

④　各産業における教育現場と連携した魅力発信

施策の展開
（小）

ｲ)　高校生対象福祉事業所見学会

所属名 長寿介護課

主な取組内容
【福祉系高校と連携した小中学校への介護の魅力発信】
高校生が先生役になり、小中学生を対象に介護についてのプレゼン
テーションや介護ロボット体験を行った。

【職場体験会の開催支援】
山間へき地部の小学生が、授業の一環として介護事業所等を訪問
し、介護の仕事体験や高齢者との交流を行った。

主な実績
県立福祉系高校4校で計7回実施。

高校生126名　中学1年生181名　小学3年生31名
3校（88人）

成果
体験した小中学生が体験後、介護の仕事をやってみたいと思う割合
が体験前よりも増加した。

介護の仕事体験や高齢者との交流を行ったことで、介護に対するイ
メージアップにつながった。

課題
小中学生だけでなく、その保護者にも介護の魅力が伝わるような取
組が必要。

新型コロナが５類に移行後も、介護事業所へ訪問するための抗原検
査等が必要である。

今後の方向性
引き続き、教育委員会や学校と連携して、次年度は回数を増やすな
どして実施する。

引き続き、教育委員会や学校と連携して、バス借り上げや抗原検査
キットの配布など、職場体験会の開催支援を行う。
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